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第 1 章 総 則 

本要求水準書は，福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業（以下「本事業」という。）

を実施するにあたり，福岡市（以下「市」という。）が要求する 低水準を示すものであり，入札

説明書等と一体のものとして位置づけるものである。 

燃料化施設の処理能力及び性能は，本事業を受託する事業者（以下「事業者」という。）の責任

により確保すること。また事業者は，本要求水準書に明記されていない事項であっても，事業目的

を達成するために必要な設備あるいは業務等について，すべて完備あるいは遂行しなければならな

い。 

 

1-1 概 要 

1-1-1 事業目的 

本事業は，バイオマス資源である下水汚泥から下水汚泥固形燃料を製造し，石炭の代替燃料等

として有価で販売するものであり，下水汚泥処分先の長期安定確保を目指すとともに，バイオマ

スエネルギーとしての有効利用及び地球温暖化防止に資することを目的とする。 

 

1-1-2 本書の位置づけ 

本要求水準書は，入札参加者が技術提案を作成するにあたり，前提条件及び市が求める本事業

に係るサービス水準を定めるとともに，事業内容についての理解を深め，より具体的な検討を加

えるための技術資料を提供するものである。 

入札参加者は本事業の目的及び各要求の意図を十分汲み取り，優れた技術提案の作成に努める

ものとする。 

 

1-1-3 事業名 

福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業 

 

1-1-4 事業スケジュール（予定） 

(1) 設計・施工期間 

契約締結の翌日から平成３３年１月３１日まで 

(2) 維持管理・運営期間（下水汚泥固形燃料の買取を含む） 

平成３３年２月１日から平成５３年１月３１日まで（２０年間） 

 

1-1-5 事業概要 

西部水処理センターにおいて市が供給する脱水汚泥を対象に，下水汚泥固形燃料を製造する施

設（以下「本施設」という。）を設計・施工し，完成後に本施設の維持修繕・運転管理・本施設

で製造される下水汚泥固形燃料の買取・利用先の確保及び供給（以下「維持管理・運営」という。）

を実施するものである。なお，本事業は，本施設の設計・施工及び維持管理・運営を事業者に委

ねるＤＢＯ方式（市が資金を調達し，施設の設計（Design），施工（Build）及び維持管理・運

営（Operate）を一括して民間に委託する方式）で行う。 
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1-1-6 施工場所及び事業用地範囲 

(1) 施工場所 

本施設の施工場所は，福岡市西区小戸二丁目５番１号 西部水処理センター内（図-1-1）

とする。 

(2) 事業用地範囲 

本事業における事業用地は原則として図-1-1 に示す事業用地を上限範囲とする。 

(3) 搬出入作業用道路 

本施設用地敷地内における搬出入作業動線は原則として図-1-2 に示すとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1-1 西部水処理センター全体配置図  

西部水処理センター敷地境界 

事業用地境界 

（市道） 
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図-1-2 西部水処理センター事業用地位置および搬出入ルート 
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1-1-7 敷地の立地条件等 

(1) 施工場所における用地の地形現況は，別紙１（現地条件）のとおり。 

(2) 施工場所の既存土質調査は，別紙１（現地条件）のとおり。 

(3) 都市計画事項は，別紙１（現地条件）のとおり。 

(4) 施工及び維持管理に際しては，西部水処理センターの行う業務の妨げにならないようにす

ること。 

(5) 場内への資機材搬入及び搬出道路の使用にあたっては，周辺への影響に十分留意すること。 

(6) 施工場所は，管理棟，汚泥処理棟，ＭＡＰ造粒棟，焼却棟に隣接しているため，設計・施

工および維持管理・運営にあたっては，監督員と調整協議を行うこと。 

 

1-1-8 全体計画 

(1) 施設計画 

施設計画にあたっては，各水処理センターから搬送される脱水汚泥を，所定の下水汚泥固

形燃料規格を満たした製品に製造し，その製品を全量買い取る一連の作業を事業期間中に

実施するため，設計・施工及び維持管理・運営の目的及び主旨を十分理解すること。 

(2) 敷地の利用計画 

本事業対象施設及び設備は，別紙２（設計・施工及び維持管理・運営範囲）に示す位置に

配置すること。また，別紙２（設計・施工及び維持管理・運営範囲）に示す事業用地は建

設に必要な施工スペース（仮設ヤード等）を含んでいる。なお，施工に係る仮設現場事務

所・駐車スペース・資材置場等が別途必要な場合は，監督員と調整協議を行うこと。 

(3) 主要施設，設備の配置 

① 本施設の基本処理フローは，下記基本処理フローに示すとおりとし，主要な構成設備

の概要は，別紙８（構成設備概要）に示すとおりとする。 

 

図-1-3 基本処理フロー 
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② 汚泥の搬入動線及び下水汚泥固形燃料の搬出ルートを考慮し，主要施設・設備を配置

すること。 

③ 各設備配置は，全体の機能を十分考慮のうえ，効率よく配置すること。 

④ 日常点検やメンテナンスに支障のないよう十分なスペースを確保すること。さらに維

持管理作業等の動線・保安・緊急通路等についても，合理的な配置計画とすること。 

 

1-2 基本的な条件 

1-2-1 用語の定義 

本要求水準書において使用する用語の定義は，次のとおりとする。 

(1) 「技術提案書」とは，事業者が提出した技術提案書（又は改善要求を受けて提出した再技

術提案書）をいう。また，この技術提案書は，福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃

料化事業審査委員会の審査を経たものが有効となるものとする。 

(2) 「事業者」とは，設計・施工段階においては本事業の落札事業者，維持管理・運営段階に

おいては落札事業者が設立する特別目的会社のことをいう。 

(3) 「第三者」とは，市及び事業者以外の者をいう。 

(4) 「法令等」とは，法律・政令・省令・条例及び規則並びにこれらに基づく命令を指し，「法

令等の変更」とは，「法令等」が制定又は改廃されることをいう｡ 

(5) 「不可抗力」とは，市及び事業者のいずれの責めにも帰すことのできない事由を意味し，

暴風・豪雨・洪水・高潮・地震・地滑り・落盤・騒乱・暴動・地盤沈下・地下水の浸出・

その他自然的又は人為的な現象のうち通常の予見可能な範囲外のものをいう。ただし，法

令等の変更は「不可抗力」に含まれない。 

(6) 「本施設」とは，本事業において，事業者が建設した脱水汚泥を燃料にするための施設・

設備及び付属品等のすべてをいう。 

(7) 「下水汚泥固形燃料」とは，本施設により製造したもので，JIS規格（JISZ7312）を満た

したものをいう。 

(8) ｢脱水汚泥｣とは，市が西部水処理センターおよび中部水処理センターにおいて，脱水処理

を施した汚泥をいう。 

(9) 「副製造物」とは，本施設により製造したもののうち，下水汚泥固形燃料の性状目標値に

定める規格を満たしていないものをいう。 

(10) 「廃棄物」とは，下水汚泥固形燃料を製造する過程でダクト等に固着するタール・ダス

ト及び系内中間部に滞留した脱水汚泥・乾燥汚泥等の他，日常の管理を行う中で発生する

油脂類・パッキン・ウエス等の産業廃棄物および一般廃棄物を総じていう。 

(11) 「確認」とは，事業者より提出された資料により，要求水準書や技術提案書などに適合

しているかどうか市が確かめることをいう。なお，確認できない場合においては，市は追

加資料の提出，若しくは資料の修正を求めることができる。 

(12) 「承諾」とは，事業者が書面で申し出た必要な事項について，市が書面により同意する

ことをいう。なお，承諾は事業者の責任による設計に基づく工事着工を，あくまで発注者

の観点から承諾するものであり，承諾によって事業者の責務（瑕疵担保責任等）が免責又

は軽減されるものではない。 
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(13) なお，「監督員」，「指示」及び「協議」とは，次のとおりである。 

① 「監督員」とは，入札公告時に提示する各事業契約書（案）に基づいて，市が事業者

に通知する監督員をいう。 

② 「指示」とは，監督員の権限に関する事項について，監督員が事業者に対してその方

針等を示し実施させることをいう。 

③ 「協議」とは，監督員が事業者との対等の立場で合議し決定することをいう。 

 

1-2-2 処理能力 

施設規模 100t/日以上（複数系列）とする。 

年間汚泥供給予定量33,000ｔを処理することを前提とし，施設の適切な保守点検を前提とした

年間施設稼働率を考慮して算出される施設規模を公称能力とする。なお，西部水処理センターよ

り発生する脱水汚泥の全量は，常に受入れなければならない。 

 

1-2-3 下水汚泥固形燃料化技術  

下水汚泥固形燃料を製造する技術方式は，本施設を建設する企業が有する技術とし（下水汚泥

のみを原料とするものに限る。），本事業公告の日において，次のいずれかに該当するものに限

る。 

① 日本国内における流域下水道又は公共下水道での，25t/日以上の施設規模かつ１年以上の

稼働実績を有するもの。 

② 次のいずれかの評価若しくは証明を得ているもの 

ア 地方共同法人日本下水道事業団による技術評価 

イ 公益財団法人日本下水道新技術機構による建設技術審査証明又は新技術性能評価証明 

③ ②のア及びイの技術を発展・改善した技術であり，技術認証・技術評価を受けたシステム

と同等以上の信頼性が認められるもの 

 

1-2-4 事業範囲の分担  

(1) 市の業務範囲は，次のとおりとする。 

① 設計・施工に関する業務 

・事業用地の確保 

・西部水処理センター内維持管理業者と事業者との調整 

・本施設に係る補助事業等交付申請手続き 

・本施設の設置及び稼動に必要な許認可の取得及び届出の提出 

（市が取得又は提出すべきものに限る。） 

・本施設の設計・施工の監督及び検査 

・本施設の整備に係る責任分界点までの設計・施工 

・その他必要な業務 

② 維持管理・運営に関する業務 

・脱水汚泥の供給 

・消化ガスの供給 
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・電力・上水・二次処理水の供給（二次処理水の供給に係る電力費は事業者負担とする。） 

・排水の処理 

・見学者及び周辺住民への対応 

・業務実施状況の確認，監督及び検査 

・その他必要な業務 

 

(2) 事業者の業務範囲は，次のとおりとする。 

① 設計・施工に関する業務 

・施設の設計 

・補助事業等交付申請図書作成補助 

・施設の建設（土木工事・建築及びその付帯設備工事・機械設備工事・電気設備工事，その

他必要な工事を含む。） 

・本施設の建設及び稼動に必要な許認可の取得及び届出の提出 

（市が取得又は提出すべきものを除く。） 

・既存施設の撤去（舗装・植栽・照明灯・埋設物等）及び改修（延焼ラインに伴う改造等） 

・既設埋設配管の切り替え（雨水排水管・汚水排水管等） 

・工事状況の市への報告 

・これらを実施する上で必要な業務 

② 維持管理・運営に関する業務 

・脱水汚泥の受入れ 

・運転管理業務 

・保全管理業務 

・保守点検業務 

・修繕業務 

・消耗品及び薬品等の調達管理業務 

・見学者及び周辺住民への対応に関する協力 

・清掃，整理整頓 

・維持管理・運営状況の市への報告 

・下水汚泥固形燃料の製造及び管理（製造量・品質・安全等） 

・製造した下水汚泥固形燃料の買取，利用先の確保及び販売  

・これらを実施する上で必要な業務 

 

1-2-5 事業者による許認可・届出等 

(1) 本契約上の事業を履行するために必要とされる許認可及び届出（以下「許認可等」という）

について，許認可を申請しこれを受け，又は届出を行いこれを維持する。また，本事業を

履行するために市が取得・維持する許認可及び市が提出すべき届出についても，事業者は，

作成補助その他必要な協力を行うものとする。 

(2) 市が行う交付金申請等に係る諸手続に関して，事業者は申請図書の作成補助その他必要な

協力を行う。 
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1-2-6 公害防止基準 

公害防止基準は別紙５（各種規制値）を遵守しなければならない。 

 

1-2-7 関係法令等の遵守 

本事業の実施にあたっては，次の関係法令等を遵守すること。 

・ 下水道法 

・ 建設業法 

・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

・ ダイオキシン類対策特別措置法 

・ 大気汚染防止法 

・ 騒音規制法 

・ 振動規制法 

・ 悪臭防止法 

・ 水質汚濁防止法 

・ 消防法 

・ 建築基準法 

・ 労働基準法 

・ 労働安全衛生法 

・ 職業安定法 

・ 労働者災害補償保険法 

・ 電気事業法 

・ 都市計画法 

・ 計量法 

・ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

・ 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 

・ 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律 

・  エネルギーの使用の合理化等に関する法律 

・ 福岡市下水道条例 

・ 水質汚濁防止法第三条第三項の規定に基づく排水基準を定める条例（昭和４８年 

福岡県条例８号） 

・ 福岡市火災予防条例 

・ 福岡市都市景観条例 

・ 福岡市福祉のまちづくり条例 

・ 福岡市建築物総合環境性能評価制度（CASBEE） 

・ その他関係する法律・命令・条例・規則・要綱及び通知等 

       

1-2-8 基準，指針，仕様等 

本事業の実施にあたっては，土木工事共通仕様書・公共建築工事標準仕様書各編のほか，原則

として次の基準・指針・仕様等に準拠すること。但し，設備の仕様等について，次に示した基準・



9 
 

指針・仕様等以外のものであっても，市の承諾を得た場合に限り採用を認める。 

(1) 共通 

・ 日本工業規格（JIS） 

・ 日本下水道協会規格（JSWAS） 

・ 下水道施設計画・設計指針と解説（日本下水道協会） 

・ 下水道維持管理指針（日本下水道協会） 

・ 下水道施設の耐震対策指針と解説（日本下水道協会） 

・ 下水道施設耐震計算例-処理場・ポンプ場編（日本下水道協会） 

・ 水道施設耐震工法指針・同解説（日本水道協会） 

・ 水理公式集 

・ 下水道コンクリート構造物の腐食抑制技術及び防食技術マニュアル（日本下水道事業

団） 

・ 福岡市環境配慮指針 

・ 下水道における地球温暖化対策マニュアル 

(2) 土木建築工事関係  

・ コンクリート標準示方書（土木学会） 

・ 道路橋示方書・同解説（日本道路協会） 

・ 共同溝設計指針（日本道路協会） 

・ 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説-許容応力度設計法（日本建築学会） 

・ 鉄筋コンクリート造建物の靭性保証型耐震設計指針・同解説-許容応力度設計法（日本

建築学会） 

・ 鉄骨鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（日本建築学会） 

・ 鉄筋コンクリート造建築物の収縮ひび割れ制御設計・施工指針・同解説（日本建築学

会） 

・ 鋼構造設計規準（日本建築学会） 

・ 建築基礎構造設計指針（日本建築学会） 

・ 建築物荷重指針・同解説（日本建築学会） 

・ 壁式構造関係設計規準集・同解説 壁式鉄筋コンクリート造編（日本建築学会） 

・ 建築耐震設計における保有耐力と変形性能（日本建築学会） 

・ 地震力に対する建築物の基礎の設計指針（日本建築センター） 

・ プレストレスコンクリート設計施工規準・同解説（日本建築学会） 

・ 建築物耐震基準・設計の解説（日本建築センター） 

・ 国土交通大臣官房官庁営繕部設備課監修 建築工事標準詳細図（公共建築協会） 

・ 国土交通大臣官房技術調査室土木研究所監修 土木構造物設計ガイドライン（全日本

建設技術協会） 

・ 国土交通大臣官房官庁営繕部監修 建築構造設計基準（公共建築協会） 

・ 国土交通大臣官房官庁営繕部監修 官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説 

・ 建築工事安全施工技術指針 

・ 土木工事施工管理基準 
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(3) 機械電気設備工事関係 

・ 電気規格調査会標準規格（JEC） 

・ 日本電機工業会標準規格（JEM） 

・ 日本電線工業会標準規格（JCS） 

・ 電気学会規格（社団法人 電気学会） 

・ 電気設備技術基準・内線規定（社団法人 日本電気協会） 

・ 工事電気設備防爆指針（社団法人 産業安全技術協会） 

・ 日本照明器具工学会規格（社団法人 照明学会） 

・ 国土交通大臣官房官庁営繕部監修 建築設備設計基準（公共建築協会） 

・ 国土交通大臣官房官庁営繕部設備課・環境課監修 公共建築設備工事標準図(機械設備

工事編)(公共建築協会) 

・ 国土交通大臣官房官庁営繕部監修 機械設備工事監理指針（公共建築協会） 

・ 国土交通大臣官房官庁営繕部設備課・環境課監修 公共建築設備工事標準図(電気設備

工事編)(公共建築協会) 

・ 国土交通大臣官房官庁営繕部監修 電気設備工事監理指針（公共建築協会） 

・ 国土交通大臣官房官庁営繕部監修 建築設備設計基準 

・ 建築設備耐震設計・施工指針（日本建築センター） 

・ 空気調和衛生工学便覧（空気調和・衛生工学会） 

・ JIS ハンドブック機械要素（日本規格協会） 

・ JIS 電気図用記号（日本規格協会） 

・ 電気工学ハンドブック（電気学会） 

 

1-2-9 環境への配慮 

(1) 景観等への配慮 

本事業の実施にあたり，景観に配慮し周辺環境との調和を図るとともに，住民や周辺施

設等の生活環境への配慮に努めること。 

(2) 騒音・振動・粉塵・排出ガス・悪臭対策 

本事業の実施にあたり，別紙５（各種規制値）に示す基準値以下とし，住民や周辺施設

等の生活環境を損なうことがないよう，適切な対策を講じること。 

(3) 交通安全対策 

本事業の実施にあたり，建設工事関係車両・下水汚泥固形燃料搬出車両・維持管理上必

要な作業車両等の通行にあたっては，周辺住民や周辺事業者等の社会生活及び経済活動に

支障をきたさないよう，適切な交通安全対策を講じること。 

(4) 電波障害発生の防止 

本事業の実施にあたり，建屋及び煙突の形状を考慮して，極力電波障害の発生の防止に

努め，障害が発生する地域には適切な対策を行うこと。 
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1-2-10 地域社会・地域経済への配慮 

本事業の実施にあたり，地元企業の積極的な活用・地域の人材雇用等，地域社会や地域経済へ

の配慮に努めること。 

 

1-2-11 モニタリングの実施 

(1) モニタリングの実施 

市は，事業者が事業を確実に遂行し，「要求水準書」に規定した要求水準並びに技術提案

に適合しているか否かを確認するため，事業の実施状況についてモニタリングを実施する。 

事業者は，市が要求する項目について報告を行い，要求水準並びに技術提案書に適合し

ているか否かについて市の確認・検査を受けなければならない。その結果，要求水準並び

に技術提案に適合していない場合，市は事業者に対し改善を求める。 

(2) モニタリングの時期・内容 

① 設計時 

事業者は，実施設計の内容について適時監督員と協議を行うとともに，完了時に実施

設計図書を提出すること。実施設計図書は，市が完了の確認を行う。 

② 施工時 

事業者は，定期的に工事施工・工事監理の状況について報告を行うとともに，市が指

定した時期に出来高検査を受けなければならない。また，監督員が要請したときは，工

事施工の事前説明及び事後報告を行うとともに，監督員はいつでも工事現場での施工状

況の確認を行うことができるものとする。 

③ 工事完成・施設引渡時 

事業者は，施工記録・完成図書等を用意して，現場にて市の完成検査を受けなければ

ならない。検査は設計・施工期間内に実施する。なお，検査の日程は協議により決定す

るため，施設供用開始日までの余裕を考慮すること。 

④ 施設供用開始後（維持管理・運営段階） 

維持管理・運営段階において，市は定期的に業務の実施状況の確認を行う。 

また，市が特別目的会社の経営の健全性を確認するため，事業者は各会計年度終了後

３ヶ月以内に決算書類及びその付属書類を市に提出すること。 
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第 2 章 設計・施工 

2-1 総 則 

2-1-1 事前調査 

(1) 事業者は，既存調査結果・別紙１（現地条件）を参照の上，自らの責任及び費用において，

本工事に必要な測量調査・地質調査・電波障害調査等（以下「各種調査等」という）を行

うこと。 

(2) 事業者は，現地を踏査し，現地状況を十分把握して，設計及び施工を行うこと。 

(3) 事業者は，各種調査等を行う場合には，事前に監督員の承諾を得ること。 

 

2-1-2 ユーティリティ条件 

本施設の施工・試運転に必要なユーティリティ及びこれに要する仮設資材等は事業者の負担と

し，手続き等は事業者の責任で行うこと。 

また，ＦＩＴ事業（消化ガス発電・太陽光発電等）についての提案は一切認めない。 

 

2-1-3 設計に関する一般的事項 

(1) 実施設計 

事業者は，契約締結後直ちに，技術提案書等をもとに設計・施工内容に関する市の承諾

を得た後，本施設の実施設計に取りかかり，実施設計図書として市に提出すること。 

(2) 設計に関する許認可等 

事業者は，法令等で定められた設計に伴う各種申請等の手続きに対し，監督員と協議の

上，事業スケジュールに支障のないよう実施し，その経費を負担すること。 

 

2-1-4 施工に関する一般的事項 

(1) 工事の開始 

事業者は，実施設計図書について市の確認を受けた後，本施設の施工を行うこと。 

(2) 施工に関する許認可等 

本施設の施工にあたって事業者が必要とする許認可等については，事業者の責任と負担

において行うこと。また，市が関係官庁への申請・報告・届出等を必要とする場合，事業

者は書類作成及び手続き等について協力し，その費用を負担すること。 

(3) 環境保全 

事業者は，本施設の施工にあたり，環境保全対策を実施すること。 

① 工事の施工に際し，掘削土砂及び排水の発生量を抑制するよう努めること。 

② 工事期間中に発生する建設廃棄物は，適切に処理・処分又はリサイクルすること。 

③ 工事期間中に発生する排水は，適切に処理すること。 

(4) 施工管理 

① 事業者は，西部水処理センター内において市が行う業務に支障がないように協力する

こと。 

② 事業者は，西部水処理センター内において市が発注したその他の工事との調整を率先

して行い，その他の工事の円滑な施工に協力すること。 



13 
 

③ 事業者は，工事の進捗状況を管理・記録及び把握するとともに，工事の進捗状況につ

いて監督員に報告すること。また，当該報告を踏まえ監督員が行う進捗状況の確認に

協力すること。 

④ 事業者はいかなる理由を問わず，工事工程の遅れが明らかとなるか，又は遅延のおそ

れが明らかとなったときは，その旨を速やかに市に報告すること。 

 

2-1-5 特記事項 

本事業は，国土交通省「民間活力イノベーション推進下水道事業」の交付対象工事であること

を想定しているので，事業者は当該交付金要綱等に適合するように設計・施工を行うこと。 

 

2-2 設計に関する要求水準 

2-2-1 業務内容 

事業者は，本事業に必要な本施設（機械設備・電気設備・土木施設及び建築施設（付帯設備を

含む））の設計業務を実施すること。 

 

2-2-2 性能に関する要求水準 

(1) 脱水汚泥の供給方法 

市が事業者に供給する脱水汚泥の供給は，次のとおりとする。 

① 西部水処理センターの脱水汚泥の全量※ 

所定の位置からコンベア渡しにより供給する。 

※事業開始時において，平均約 53t/日を想定している。 

② 中部水処理センターの脱水汚泥 

場外からトラック搬送により供給する。 

市は，日計画汚泥供給量から西部水処理センターで発生する脱水汚泥の全量を差し引

いた残りの量の汚泥を受渡すが，事業者の定期点検等の期間については汚泥の供給を

停止する。 

(2) 脱水汚泥の量及び性状 

市が事業者に供給する脱水汚泥の量及び性状は次のとおりである。なお，詳細について

は，別紙３（脱水汚泥の設計条件）を参照のこと。 

① 計画汚泥供給量：33,000ｔ/年 

② 脱水汚泥：西部水処理センターおよび中部水処理センターの消化汚泥を脱水したもの 

③ 汚泥供給の割合は，概ね下記のとおりである。 

西部水処理センターの脱水汚泥 19,500t/年 （約 53t/日×365 日） 

中部水処理センターの脱水汚泥 13,500t/年 

④ 脱水汚泥の性状を表-2-1 に示す。 

※ただし，事業開始時・将来の値については参考値とする。 
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表-2-1 脱水汚泥の性状 

 含水率(%) 有機分率(%) 発熱量(kJ/kg-ds) 

現状 
西部汚泥 82.1 76.7 約17,900 

中部汚泥 77.5 66.0 約15,300 

事業 

開始時 

西部汚泥 76.0 76.7 約17,900 

中部汚泥 77.5 66.0 約15,300 

将来 
西部汚泥 76.0 76.7 約17,900 

中部汚泥 76.0 66.0 約15,300 

 

(3) 下水汚泥固形燃料の規格 

下水汚泥固形燃料はＪＩＳ規格（JISZ7312）を満足すること。 

(4) 本施設から発生する臭気の処理 

① 事業者は，通常運転時，起動・停止時，緊急時（停電時・故障時），下水汚泥固形燃

料搬出時・運搬時，脱水汚泥の受入時，本施設の修繕時に渡り，本施設から発生する

臭気の漏洩を防止しなければならない。 

② 事業者は，本施設運転・停止に係わらず，施設内で発生する臭気を全量脱臭し，外部

への臭気拡散を防止しなければならない。 

③ 事業者は，本施設運転中の臭気の漏洩を防止するため，脱水汚泥及び下水汚泥固形燃

料を取り扱う各装置を負圧に保たなければならない。ただし，装置内が大気圧を超え

る圧力の各装置に対しては，機器を囲う等の臭気対策を講じるものとする。 

(5) 副製造物の抑制 

事業者は，本施設においては，副製造物を極力抑制する施設として計画すること。 

(6) 温室効果ガスの抑制 

事業者は，本施設から発生する温室効果ガスを極力抑制する施設として計画すること。 

 

2-2-3 施設に関する要求水準 

(1) 本施設における材料及び機器仕様 

① 使用材料及び機器は，すべてそれぞれの用途に適合する欠陥のない製品，かつ，すべ

て新品とし，別紙８（構成設備概要）に記載の機能等を満足すること。特に使用条件

に応じた耐熱性・耐食性・耐候性・耐塩害性・耐摩耗性の優れたものを選定すること。

なお，市が必要と判断した場合は，使用材料及び機器等の立会検査を行うものとする。 

② 日本工業規格(JIS)，電気規格調査会標準規格(JEC)，日本電気工業会標準規格(JEM)，

日本水道協会規格(JWWA)，空気調和・衛生工学会規格(HASS)，日本塗装工事規格(JPS)

等の規格品とする。 

③ 適正な維持管理のもと，「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令」

（昭和３０年政令第２５５号）第１４条の規定に基づき国土交通大臣が定める処分制

限期間以上の使用に耐えられる構造とする。 

④ 機器・部材・部品等については，交換・修繕・保守等によって運営期間における施設・

設備及び機器等の機能を保つことのできる構造・材質であること。 
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⑤ 施設については，建築基準法・消防法等の関係法令を遵守し，管轄建築主事・管轄消

防との事前協議を行い，自重・積載荷重・風圧・土圧・水圧・地震動・その他本施設

の稼動中に予測される振動及び衝撃に対して，下水道施設としての安全を確保しなけ

ればならない。 

⑥ 基礎は良質な地盤に支持させ，地震に対して安全なものとすること。基礎構造は，上

部構造の形式・規模及び支持地盤の条件並びに施工性等を総合的に検討し，決定する

ものとする。 

(2) 計量 

事業者は，適切な維持管理・運営に資するため，以下の項目について計量できる設備を

設けること。 

① 二次処理水・電力（電力デマンドを含む）・上水・消化ガス・その他燃料（Ａ重油等）

の使用量 

② 排出ガス濃度（硫黄酸化物・窒素酸化物） 

③ 脱水汚泥の受入量※ 

④ 脱水汚泥の処理量 

⑤ 下水汚泥固形燃料の製造量・搬出量※ 

⑥ 電力デマンドについては，常時，監視・計測・記録できること。 

⑦ その他必要と認める事項（技術評価項目に関する事項等） 

※ 西部水処理センターの脱水汚泥の受入量は，汚泥搬送設備または貯留設備において

適切な計量装置を設け，計量すること。 

中部水処理センターの脱水汚泥の受入量，および本施設で製造された下水汚泥固形

燃料の搬出量は，既設のトラックスケールを使用し計量すること。ただし，既設の

トラックスケールの 大積載量は 30t である。 

(3) 施設規模，編成 

施設規模は，100t/日以上で 2-2-2 に示す年間計画汚泥供給量を処理可能なものとし，施

設の適切な保守点検を前提とした年間施設稼働率等を考慮して，事業者の責任で公称能力

を決定するものとする。ただし，系列数は複数系列とし，その範囲は技術提案による。 

(4) 消化槽加温用温水等の回収 

本施設の廃熱回収を行い，既設消化槽に加温用熱源を供給すること。なお，消化槽の改

築や修繕により廃熱利用ができない場合が想定されるので，放熱設備を設置すること。 

消化ガスの利用量，消化槽の加温熱量等については，別紙６（消化ガスの設計条件）に

示す条件を用いて算定すること。 

(5) ユーティリティ 

本施設で使用する電力・上水・二次処理水・消化ガス・薬品類・その他燃料・非常用発

電・監視制御の接続及び設置については，以下のとおりとする。 

① 二次処理水は，別紙２（設計・施工及び維持管理・運営範囲）に示す地点より取水す

ること。二次処理水の取水に必要な機材（ポンプ，電気設備，配管・配線）はすべて

事業者側で設置・維持管理を行う。また，電力供給も本施設側から行うものとする。 

② ろ過水が必要な場合は，事業者が本施設内にろ過施設を設置すること。 
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③ プラント排水については，排水水質監視用の排水槽を設けた上で，その排水槽を介し

て接続し，排水水質が別紙４（用排水計画）の排水排出基準を超過した場合には，排

水を停止できる構造とすること。なお，水処理への影響を少なくするため，日変動を

抑えて排水すること。 

④ 雨水排水・生活排水は，それぞれ別紙２（設計・施工及び維持管理・運営範囲）に示

す既設の雨水桝・汚水桝に接続すること。 

⑤ 電力は，別紙２（設計・施工及び維持管理・運営範囲）に示す地点から３．３ｋＶ１

回線にて受電を行うこと。 

⑥ 上水は，別紙２（設計・施工及び維持管理・運営範囲）に示す地点より分岐取水する。 

⑦ 消化ガスは，別紙２（設計・施工及び維持管理・運営範囲）に示す地点より分岐受給

すること。なお事業者は，消化ガス供給が不足する場合でも本施設の運転継続ができ

るよう，代替の補助燃料が利用できる設備等を配備しておくこと。 

⑧ その他燃料を必要とする場合は，事業者が貯留施設を設置し，安全に保管すること。 

⑨ 薬品類を使用する場合は，事業者が貯留施設を設置し，安全に保管すること。 

(6) 監視制御システム 

① 監視制御システムは，燃料化施設の各設備が必要とする十分な容量・仕様を確保した

システムとし，運営・維持管理に必要な計測量，電力量，機器の運転及び故障，日報・

月報・年報のデータを記録できるシステムとすること。 

② 監視制御システムは，既存監視システムとのデータリンクは行わないものとし，独自

の監視制御設備を設置すること。なお，西部水処理センター汚泥処理棟及び市事務所

においても，本施設全体の運転状況程度が把握できるよう監視端末を設置すること。 

(7) 施設の安定運転 

① 脱水汚泥や消化ガスの性状・量の変動に対して，安定した運転が可能であること。 

② 脱水汚泥の含水率及び強熱減量の変動が及ぼす影響に対し，設備として対応を図るこ

と。これらの性状変動範囲は，別紙３（脱水汚泥の設計条件）のとおりとする。 

③ 消化ガスの利用にあたり，消化ガス量や発熱量が変動すること，腐食性のあるガスを

取り扱うこと及びシロキサンといった副産物が発生することを理解し，消化ガスを安

定利用するために必要な設備の選定及び維持管理・運営を行うこと。参考に別紙６（消

化ガスの設計条件）に消化ガスの変動を示す。 

④ 粉塵やタール等による付着等の閉塞対策が考慮された設備の選定と，維持管理・運営

を行うこと。 

(8) 施設の安全対策 

① 下水汚泥固形燃料の貯留容量・設備仕様・発熱及び発酵時対策等に関して，製造され

る下水汚泥固形燃料の発熱及び発酵特性を十分把握したうえで適正な対策を行い，消

防法等，関係法令に準拠した設備とすること。 

② 貯留時及び運搬時等における粉塵による事故等に関する対策を行うこと。 

③ 災害等の緊急時は，燃料供給の遮断・温度・圧力の異常上昇防止及び可燃性ガスの排

除運転を行うなど，施設を安全に停止できるシステムとすること。 

④ 下水汚泥固形燃料発火等の対策のために必要な設備を設置するなどし，安全を維持で



17 
 

きるシステムとすること。 

⑤ 電力停止時における燃料化施設の安全な停止及び臭気を外部に漏洩させない脱臭設

備の運転のために，非常用発電設備を設けること。 

⑥ 主要機器の制御電源及び計装電源は，無停電化を行うこと。 

⑦ 災害時・故障時等のフェールセーフ機能として，インターロック回路の構築や，適宜

予備機・バックアップ等を考慮すること。 

(9) 施設敷地内の衛生管理 

① 施設敷地内を衛生的に保つための対策を講じること。特に，脱水汚泥の車両搬出入箇

所，脱水汚泥等のサンプリング箇所，下水汚泥固形燃料搬出箇所周辺など，粉塵・臭

気対策を十分考慮した設備の選定，維持管理・運営を行うこと。 

(10) 施設敷地内へのアクセス 

① 公道より施設敷地内へのアクセスは，水処理センター南東側から出入を行う形態とす

る。また供用開始後も，下水汚泥固形燃料の搬出車両は，水処理センター南東側から

出入を行う形態とする。 

② 事業者は既存駐車場を使用できるものとするが，使用に際しては市の指示に従うこと。 

 

2-2-4 設計に関する図書の提出 

事業者は，以下に示す実施設計図書について，製本３部及び電子データを，市に提出すること。

なお様式は，2-1-5に示す交付金要綱等に適合するものとする。 

(1) 仕様書 

(2) 容量計算書，固形物収支フロー，ユーティリティフロー 

(3) 全体配置図 

(4) 機器フローシート，平面図，断面図，立面図，詳細図 

(5) プラント系統図，計装系統図，単線結線図，システム構成図，配線図 

(6) 工事工程表 

(7) 構造計算書 

(8) 数量内訳書 

(9) パース（完成予想図） 

(10) 施設概要説明資料 

(11) 緊急機能に関する説明資料 

(12) 各関係機関との協議書 

(13) 各種調査（結果）資料 

(14) その他市が指示する図書 

 

2-3 施工に関する要求水準 

2-3-1 施工内容 

事業者は，本事業に必要な本施設の施工（土木工事・建築工事（付帯設備工事を含む）・機械

設備工事・電気設備工事）を実施すること。また事業者は，各種関連法令及び工事の安全等に関

する指針を遵守するとともに，施工計画書に従い施設の施工を実施すること。 
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事業者は，工事施工において以下の点に留意すること。 

(1) 事業者は，工事進捗状況を市に毎月報告するほか，市から要請があれば施工の事前説明及

び事後報告を行うこと。また，市は，適宜工事現場での施工状況の確認を行う。 

(2) 事業者は，近隣及び工事関係者の安全確保と作業環境に十分配慮すること。 

(3) 事業者は，施工着手にあたり，建築基準法による計画通知の提出を行い，適合通知を事前

に取得すること。 

(4) 事業者は，市が説明会を開催する際は，その説明会資料の作成等に協力すること。 

 

2-3-2 施工条件 

土曜日・日曜日，年末年始（１２月２９日から１月３日）及び国民の祝日に関する法律に規定

する国民の祝日には，原則として工事の施工を行わないものとする。ただし，あらかじめ監督員

の承諾を受けた場合は，この限りではない。また，施工時間帯は午前８時４５分から午後５時３

０分までとするが，近隣との協議により変更もありうる。 

 

2-3-3 本施設の施工 

(1) 施工要件 

① 事業者は，要求水準書・技術提案書・実施設計図書に従い，本施設を施工すること。 

② 仮設・建設方法・その他本施設を完成するために必要なすべての手段については，要

求水準書・技術提案書又は実施設計図書に定めがない事項であっても，事業者の責任

において行うこと。 

③ 事業者は，工程管理・検査及び試験を，自ら実施できる体制と施工能力を有すること。 

④ 事業者は，燃料化施設の引渡し後における，障害時の支援体制・補修部品の供給体制

及び発注者からの技術的内容についての問い合わせ等に対応できる体制を確保する

こと。 

(2) 施工計画書等 

① 事業者は，工事着手前に，機器製作及び現場施工に関する施工計画書を市に提出し，

監督員の承諾を得ること。また，施工計画書に変更の必要が生じその内容が重要な場

合，事業者は，変更に関する事項についてその都度変更施工計画書を市に提出し，監

督員の承諾を得ること。 

② 現場施工に関する施工計画書には，次の事項を記載すること。 

・工事概要 

・工事工程表 

・現場組織表（協力関連会社一覧表を含む） 

・主要機器 

・主要資材 

・施工方法（主要機械，仮設計画，工事用地等を含む） 

・施工管理計画 

・安全管理 

・緊急時の連絡体制および対応 
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・交通管理 

・環境対策 

・現場作業環境の整備 

・官公庁等への届出等の一覧 

・再生資源の利用の促進および建設副産物の適正処理方法 

・その他 

③ 事業者は，機器製作及び施工に関する承諾図を監督員に提出し，承諾を得ること。 

④ 事業者は，あらかじめ市に提出した工事工程表に従って本工事を遂行すること。 

⑤ 事業者は，本工事期間中，工事現場に工事記録及び安全管理に関する記録等を常時保

管すること。 

(3) 完成図書 

事業者は，本施設の完成に際して完成図書を作成すること。 

 

2-3-4 施工に関する一般的事項 

(1) 関係法令 

事業者は工事施工にあたり，工事に関する諸法規・その他諸法令を遵守し，事業者の責任

と負担において行うこと。 

(2) 関係官公庁への許認可 

① 工事施工のために必要な関係官公庁・その他に対する諸手続は，事業者において迅速

に処理すること。また，諸手続きに必要な費用は，本契約に含まれるものとする。 

② 関係官公庁・その他に対し交渉を要するとき，又は交渉を受けたときは，遅滞なくそ

の旨を監督員に申し出て協議すること。 

(3) 公害の防止 

① 事業者は工事の施工にあたっては，住民や周辺事業者等に迷惑のかからぬよう公害の

防止に努めること。 

② 工事の施工に伴い発生した事故等による第三者への損害及び補償費等は，事業者の負

担において誠意をもって速やかに解決に努めること。 

(4) 建設副産物等の取扱い 

本施設の建設に伴って発生する建設発生土および建設廃棄物（コンクリート塊・アスファ

ルトコンクリート塊・建設発生木材・建設汚泥・建設混合廃棄物等）は，適正に処理・処分

および再生資源の利用を図ること。また， 終的な解体による廃棄物の発生を 小限に抑制

するため，再利用が可能な材料を用いる等の工夫を行うこと。 

(5) 既設物の保全 

既設埋設物及び構造物に損傷を与えたときは，事業者の責任において復旧すること。 

(6) 資格を必要とする作業 

資格を必要とする作業は，それぞれの資格を有する者に施工させること。 

(7) 工事対象物の管理義務 

工事が完成し引渡し完了までの工事対象物の保管責任者は，事業者とする。 
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(8) 工事現場管理 

① 事業者は，水処理センター内の指示された場所に現場事務所を設置し，建設工事の進

行管理等を行うこと。また，工事完了後は原形復旧すること。 

② 事業者は，常に工事の安全に留意し，現場管理を行い災害の防止に努めること。 

③ 事業者は，建設工事公衆災害防止対策要綱（平成５年１月１２日付建設事務次官通達）

に準拠し，労働安全衛生法令並びに関係法令を遵守し災害の防止に努めること。 

④ 事業者は，工事箇所及びその周辺にある地上地下既設物に対して支障を及ぼさないよ

う監督員と協議のうえ，必要な防護工等の措置を施すこと。 

⑤ 事業者は，豪雨・出水その他天災に対しては，気象情報等について十分なる注意を払

い，常にこれに対処できる人員資材を配備できる計画とすること。 

⑥ 事業者は，一般通行人に見やすい場所に工事名・工期・事業主体名・工事請負会社名・

電話番号等を記入した標示板を設置すること。 

⑦ 工事の実施に影響を及ぼす事故が発生したとき，人命に損傷を生じたとき，又は第三

者に損害を与える事故が発生したときは，事業者は，遅滞なくその状況を監督員に報

告すること。 

⑧ 工事用運搬路として使用する道路は，常に良好な状態に保持するよう努めること。 

⑨ 工事において，国土交通省制定「排出ガス対策型建設機械」に基づき指定された排出

ガス対策型建設機械を使用すること。 

⑩ 工事用資機材の置き場等の工事用地は，使用位置を市へ事前に協議し使用承諾を得る

こと。 

(9) 事前調査及び地下埋設物等の移設 

① 事業者は，工事着手に先立ち現地の状況・関連工事その他について，綿密に調査試掘

等を行い，十分実状を把握の上，工事を施工すること。 

② 本工事着手前に試掘の結果，地下埋設物が本工事・施設に支障となり移設を必要とす

る場合は，監督員に調査・図面等資料を提出の上，協議すること。 

(10) 検 査 

① 事業者は，工事段階の区切等において監督員が必要と判断した場合は，監督員の検査

を受けること。 

② 事業者は，検査のため必要な資料の提出・測量・準備・人員配備・その他の処置に必

要な費用を負担すること。 

③ 完成検査・中間出来高検査・中間確認検査等，市が行う検査には，事業者は，現場代

理人並びに監理技術者を立会わせること。 

(11) 施工管理 

① 事業者は，自らの責任と判断により適切な施工管理体制を確立し施工管理を行い，そ

の記録及び関係書類を作成・保管し，監督員等の要請があった場合は提示又は提出す

ること。 

② 事業者は，土木工事については「福岡市土木工事施工管理の手引き（写真管理基準）」，

建築及び電気・機械設備工事については「福岡市建築・設備工事写真撮影要領」に基

づき工事写真を撮影し，工程順に整理編集の上，写真台帳等で提出すること。 
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③ 工事期間中の作業内容は，工事日報にて報告すること。 

(12) 調査・測量 

事業者は，契約後すみやかに，現場調査及び必要な測量を実施すること。 

(13) その他 

① 工事施工によって生じた現場発生品は，事業者が適切に処分すること。 

② 事業者は，土木・建築（付帯設備を含む）・機械設備・電気設備等の各基準・指針に

準拠して施工すること。 

③ 本工事施工において疑義を生じた場合の解釈及び本工事施工の細目については，当該

工事を担当する監督員と協議の上，決定すること。 

 

2-3-5 性能確認事項 

「2-3-6 試運転及び性能試験」における性能試験において，下記に示す事項を確認すること。

なお，試運転及び性能試験は設計・施工期間に含まれるものとする。 

(1) ３日（72時間）以上の連続定格運転。 

(2) 別紙５（各種規制値）に示す環境規制を満足すること。 

(3) 下水汚泥固形燃料の性状がＪＩＳ規格（JISZ7312）および技術提案を満足すること。 

(4) ユーティリティ使用量及び温室効果ガス排出量が技術提案を満足すること。 

(5) 排水の水質が別紙４（用排水計画）を満足すること。 

(6) その他市の要求する事項。 

 

2-3-6 試運転及び性能試験 

(1) 試運転 

試運転とは，施設を構成する設備等が必要な設計仕様を達成していることを確認し，

かつ，総合的な運転調整を行うものであり，次に定める要領により行うこと。 

① 事業者は，本施設のうち試運転（無負荷運転を含む。）を行うに足る施設が完成した

時点で，監督員にその旨を報告すること。 

② 事業者は，試運転及び性能試験の要領を記載した試運転計画書及び性能試験計画書を

作成し，監督員の確認を受けた上で，自らの費用負担により試運転計画書に従い，本

施設の試運転を開始する。試運転の期間は，次項に規定する性能試験を含め，３か月

以上とする。なお，性能試験期間中に監督員の立会検査を受けるものとする。 

③ 試運転及び性能試験に要する電力・上水は事業者の負担とし，消化ガス・二次処理水・

汚水排水は，既存施設の運転に支障のない範囲において無償とする。なお，試運転期

間中の契約電力の超過の有無等について，事前に監督員と協議を行い適切な措置をと

ること。 

④ 試運転及び性能試験に要する薬品・消化ガス以外の燃料・その他消耗材は，事業者の

負担とする。 

⑤ 試運転計画書及び性能試験計画書は，本要求水準書で必要とされている要件および技

術提案書に記載した要件を満たすこと。 

⑥ 試運転期間中，運転に必要な脱水汚泥は，必要な範囲において市が提供する。 
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⑦ 試運転期間中，本施設について故障・不具合等が発生した場合，事業者は，自らの責

任及び費用負担によりその故障・不具合等の改善を行わなければならない。なお，故

障・不具合等により試運転の継続に支障が生じた場合には，事業者は本施設の停止を

行った上で監督員に連絡し，その対応を協議すること。 

⑧ 試運転開始後，本施設の稼働が安定し性能試験を行うに十分な状態を達成したときは，

事業者は，その旨を監督員に報告すること。 

⑨ 試運転期間中に製造された下水汚泥固形燃料・副製造物及び試運転用に提供された汚

泥は，事業者の責任において全量を適正に利用又は処分すること。 

⑩ 事業者は，試運転終了後，市に試運転報告書を提出すること。 

(2) 性能試験 

性能試験とは，本施設が本要求水準書および技術提案書に記載の性能を満足すること

を確認するために行うものであり，次に定める要領により行うこと。 

① 事業者は，前項(1)⑧の規定による報告を行った後，自らの費用負担により，性能試

験計画書にしたがって，本施設の性能試験を行うこと。 

② 性能試験期間中，運転に必要な脱水汚泥は，必要な範囲において市が提供する。 

③ 事業者は，計測項目のうち計測が可能なものについては，系列毎に実施すること。 

④ 事業者は，連続３日間以上の定格運転を実施し，３日間の製造能力に見合う量の下水

汚泥固形燃料を製造すること。 

⑤ 事業者は，性能確認事項に関する性能試験方法（分析方法・測定方法・試験方法）に

ついては，それぞれの項目ごとに関係法令及び規格等に準拠して行うこと。ただし，

該当する試験方法等がない場合は， も適切な方法を監督員に提出し，その確認を得

てから実施すること。 

⑥ 性能確認事項に関する測定分析は，法的資格を有する第三者機関とすること。ただし，

一般的な定格値の確認など，法的資格を有する第三者機関に依頼することが適当でな

いものについては，事前に監督員の確認を受けた上で，事業者の責任において実施す

ることができる。 

⑦ 事業者は，性能試験の一環として，非常停電・機器故障等本施設の運転時に想定され

る重大事故について緊急作動試験を行い，本施設の機器の安全性を確認すること。な

お，緊急作動試験は監督員の立会いの上，実施すること。 

⑧ 性能試験中に製造された下水汚泥固形燃料・副製造物及び性能試験用に提供された汚

泥は，事業者の責任において全量を適正に利用又は処分すること。 

⑨ 事業者は，性能試験終了後，性能試験の条件・試験方法及び試験結果等を記載した報

告書を市に提出すること。 

 

2-3-7 施工に関する図書の提出 

事業者は，以下に示す施工図書を適宜提出すること。 

(1) 官庁提出書類   １式（官庁手続き代行は本工事に含む） 

(2) 施工計画書・性能試験計画書 ３部（施工設計段階） 

(3) 承諾図    ３部（施工設計段階） 
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(4) 完成図書   ３部 Ａ４版（金文字，黒表紙） 

(5) 完成図    ２部 Ａ３版（金文字，黒表紙） 

(6) 完成写真（カラー）  １部 Ａ４版（サービス版） 

(7) 工事写真   １部 Ａ４版（サービス版） 

(8) 設備台帳   １式 

(9) 上記の電子データ  １式 

(10) 監督員との協議書等  １式 

(11) その他   １式（監督員との協議による） 

※１．施工計画書には，現場に応じた安全対策を具体的に図示すること。 

※２．施工計画書に記載した安全対策の措置状況は撮影の上，工事写真として整理すること。 

  



24 
 

第 3 章 維持管理・運営及び下水汚泥固形燃料の買取 

3-1 総則 

3-1-1 維持管理・運営に関する要件 

本施設の維持管理・運営及び下水汚泥固形燃料の買取に係る技術提案を作成するにあたり，前

提条件及び市が求める本事業のサービス水準を定めるとともに，事業者の創意と工夫を十分に活

かした 適な維持管理・運営の方法及びライフサイクルコストの低減に努めることにより，維持

管理・運営の効率化と安定した事業を実現すること。 

 

3-1-2 維持管理・運営時のユーティリティ条件 

(1) 本施設の燃料は，市が供給する消化ガスを優先して使用すること。 

(2) 消化ガスの供給条件は，別紙６（消化ガス設計条件）に示すとおりとする。 

(3) 市が消化槽加温ボイラー等で使用するために優先して確保する消化ガス量は，通常

5,980m3/日であるが，「別紙６ 消化ガスの設計条件」に示す消化槽改造工事を行う期間に

ついては，消化槽の２系６槽運転となることに伴い，6,860 m3/日である。 

消化ガス発生量から上記確保量を差し引いた消化ガス量については，市は無償で供給する

ことが可能である。ただし，消化ガス発生量は日によって変動することから，差分の供給

量についても変動し得ることを考慮すること。 

(4) 消化ガスは，別紙６の供給条件内は原則無償とするが，事業者が提示した技術提案値を超

えて使用した場合は，超過利用分に対して有償とする。 

(5) 汚水排水は，技術提案値内は無償とし，技術提案値を超えて排水した場合は，超過排水分

に対して有償とする。 

(6) 二次処理水は無償とする。但し，二次処理水の供給に係る電力費等は事業者負担とする。 

(7) 電力・上水は，西部水処理センターから有償にて供給する。 

(8) 補助燃料・薬品類・その他の消耗材は，事業者自ら調達し管理すること。ただし，補助燃

料としては，都市ガス・ＬＰガス・Ａ重油・軽油・灯油・ガソリン以外の燃料の使用は認

めない。なお，都市ガスの引き込みは無いので，利用する場合は事業者で引き込むこと。 

(9) 市のユーティリティ供給設備の修繕等により，一日当たりの所定の量を供給できない可能

性がある場合，市は速やかに事業者に通知するものとし，市と事業者は調整等を行い，維

持管理・運営の効率化を目指すものとする。 

 

3-1-3 有資格者の配置等 

維持管理・運営を実施するにあたり，総括する配置技術者（以下「総括責任者」という。）に

ついては，以下を満足すること。また，その他事業を遂行する上で必要な資格者を，関係法令に

基づき配置すること。 

(1) 下水道法第２２条第２項に規定する資格を有する者。 

(2) 常勤の自社社員で，かつ，資格確認書類提出日において引き続き３か月以上の雇用関係が

ある者。 

(3) 燃料化設備（乾燥・炭化），溶融設備または焼却設備（いずれも下水汚泥を原料とした設

備処理能力が25t／日以上に限る。）のいずれかの施設で１年以上の総括責任者としての運
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転実績を有する者。もしくは，本事業における副総括責任者として，２年以上の経験を有

する者。 

(4) 専任とし，原則として運営開始から３年間は同一の者が継続すること。 

 

3-1-4 対象施設，設備 

本事業における維持管理・運営の対象施設は，以下の項目とする。 

(1) 本事業用地内の全施設・設備（図-1-3 基本処理フローに示す対象施設） 

(2) 別紙２（設計・施工及び維持管理・運営範囲図）に示す本事業用地外の施設・設備 

 

3-2 施設の維持管理・運営及び下水汚泥固形燃料の買取に関する要求水準等 

3-2-1 業務内容 

維持管理・運営業務の実施に際しては，市の示す汚泥供給計画に基づき，｢3-2-2 業務書類等｣

に記載する年間維持管理計画書を作成し，市の確認を得ること。また，事業者の技術力を活用し

ながら創意工夫により，予防保全技術の活用など 適な維持管理・運営方法を検討し，以下の業

務を行うこと。 

(1) 運転監視に関する業務 

本施設の運転・操作・制御及び監視の業務を行うこと。また，施設等の稼働状況及び

施設の状況に応じて回数を定め，施設の運転状況を確認するとともに，設備等の異常の

早期発見に努めなければならない。 

なお，総括責任者は，市に本施設の運転状況を報告するとともに，処理場全体の運転

状況を把握すること。 

(2) 保守点検に関する業務 

設備機器（機械設備・電気設備及び建築付帯設備）について，各設備機器等が有して

いる機能を正常に発揮するように以下の業務を行うこと。 

① 日常点検業務 

② 定期点検業務 

③ 精密点検業務 

④ 臨時点検業務 

⑤ 簡易な修繕（部品・消耗品等の交換） 

⑥ 法定検査 

⑦ 部分補修塗装 

⑧ 設備機器周辺の清掃 

⑨ その他必要な業務 

(3) 施設管理に関する業務 

本施設の範囲において，衛生的な作業環境の確保を図るため施設内および施設周辺を

清潔に保つこと。 

(4) 電気設備保守点検に関する業務 

事業者は，本施設に常時勤務する従業員の中から電気事業法第４３条第１項に定める

電気主任技術者を選任し，電気事業法第３９条第１項に従い電気工作物を維持するほか，
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関係法令を遵守し，電気設備の保守点検を行うこと。ただし，市の承認を受けた場合に

は，電気事業法施行規則第５２条第２項の規定に基づき，同５２条の２の条件を満たす

ものに再委託できるものとする。 

また，市及び事業者は，以下に示す事項について互いに確認し，業務を行うこと。 

① 電気主任技術者として選任された者は，自家用電気工作物の工事・維持及び運用に関

する保安の監督の職務を誠実に行うこと。 

② 自家用電気工作物の工事・維持及び運用に従事する者は，電気主任技術者として選任

された者がその保安のための指示に従うこと。 

③ 事業者は，電気事業法第４３条第３項に基づき，選任した電気主任技術者を経済産業

大臣に届出を行うこと。 

(5) エネルギー管理に関する業務 

事業者は，エネルギーの使用の合理化に関する法律（以下，「省エネルギー法」という。）

に基づき本施設の管理を行うこと。また，使用電力が定められた 大デマンド値を超過し

ないように適切な運転を行うこと。 

(6) 修繕（改修を含む）に関する業務 

本施設の正常な運転等を確保するために，機械設備・電気設備・土木施設及び建築施設

を対象に以下の業務を行うこと。なお，修繕の実施にあたっては，長期間の運転停止とな

らないよう計画的に行うこと。 

① 定期修繕（整備や改良，改修工事を含む。） 

② 突発的故障の修繕 

③ その他必要な業務  

(7) 物品調達管理に関する業務 

以下の物品等の調達にあたっては，適切な品質・規格のものとし，下水汚泥固形燃料及

び排水等に悪影響を与えず，施設等の設備・機器等を劣化させないものを使用すること。

また，これらの物品等の管理を行うこと。特に薬品等については，保管場所に施錠するな

ど適切な管理を行うこと。 

① 電力 

② 水道 

③ 運転に要する薬品 

④ 運転に要する燃料 

⑤ 運転に要する部品・予備品・付属品等 

⑥ その他本業務を行うために必要なすべての機械器具・計測機器・工具類・事務機器類

及びその他雑用品類 

(8) 分析業務 

各設備機器等が有している機能を正常に発揮するように，以下の分析業務を行うこと。

なお計測及び分析の依頼先は，法的資格を有する第三者機関（計量証明の登録事務所等）

とすること。また，分析で得られたデータ等は，市からの求めに応じて考察を加え速やか

に報告するものとし， 適な維持管理・運営に反映させること。詳細は別紙９（分析管理

項目）のとおりとする。 
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① 本施設から発生する排ガスについての大気汚染防止法等の関係法令及び技術提案書

等に基づく分析 

② 脱臭設備の脱臭後の臭気ガスについての悪臭防止法等の関係法令及び技術提案書に

基づく分析 

③ 下水汚泥固形燃料の発熱量，臭気，水分量 

④ その他，本施設の運転指標として必要となるデータを収集するための分析 

(9) 緊急時の訓練業務 

自然災害発生時・故障時・緊急異常時に備え，非常配備の体制を整え，自然災害・故障・

緊急異常時に対応できるよう応急措置等の訓練を実施すること。また消防法に基づいて消

防計画を策定し，当該消防計画に従って消防設備の点検・教育訓練等を実施すること。 

(10) 下水汚泥固形燃料の安全管理に関する業務 

下水汚泥固形燃料の発熱・発酵特性を把握し，製品を安全に管理するため，｢下水汚泥燃

料発熱特性評価試験マニュアル（日本下水道事業団 技術開発部）｣を参考に，下水汚泥固

形燃料の安全性と相関が認められる指標を設定し，測定頻度等を考慮して管理方法を設定

し，適切な日常管理を行うこと。 

(11) 見学者及び周辺住民対応 

見学者の対応については市で行うが，事業者はこれに協力すること。見学ルートについ

ては，施設内部や外部から施設を見学することを想定し，説明用看板（処理フローパネル）

や，本施設内の主要機器等が見学できるよう考慮すること。 

また，見学者用リーフレットを作成すること。なお，リーフレットの著作権は市に帰属

するものとする。 

周辺住民からの苦情等の対応については市で行うが，事業者は苦情等への改善対策等に

ついて協力すること。 

(12) 処理場会議等への参加 

 西部水処理センターで実施する処理場会議及び労働安全衛生協議会に参加すること。 

(13) その他の業務 

本事業で整備した施設の維持管理・運営に関するその他の事項の業務を行うこと。また，

市が行う処理場内他施設の運転・維持管理との調整を率先して行い，その他の施設の円滑

な運転・維持管理に協力すること。 

 

3-2-2 業務書類等 

事業者は，事業の履行にあり，次の書類を定められた期間内に提出すること。 

(1) 業務マニュアル 

事業者は，本要求水準及び技術提案書に記載した提案内容（水準）を反映した業務仕様

等に係るマニュアル（以下「業務マニュアル」という。）を初年度の供用開始日の３０日前

までに市に提出し，監督員の承諾を得ること。 

(2) 運転操作マニュアル 

事業者は，初年度の供用開始日までに，本施設に係る特有の運転方法及び留意事項等を

記載した運転操作マニュアルを作成し，市へ提出するとともに，維持管理・運営業務が完
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了するまで，本施設に備えておくものとする。また，事業者は必要に応じて，運転操作マ

ニュアルの内容を変更するものとする。事業者は，引継事項の内容を変更したときは，市

に対し，速やかに運転操作マニュアルを変更した旨を通知すること。 

(3) 年間維持管理計画書 

毎事業年度，本施設の維持管理の内容を記載した維持管理計画書を市に提出し，監督員

の確認を受けること。なお，初年度については供用開始日の３０日前まで，その後は毎事

業年度開始日の３０日前までに提出すること。 

維持管理計画書を構成する各諸事項の作成要領は，次のとおりとする。 

① 業務概要 

下水道施設の重要性に鑑み，その目的を達成するための委託業務における管理思想，

業務毎の基本方針及びその概要等について，委託業務に対する姿勢が把握できるよう

記載すること。 

② 組織体制 

事業者は総括責任者を定め，業務を遂行する上で必要な組織及び体制を構築すると

ともに，「3-2-1 業務内容」に示すそれぞれの業務について，業務の分担体制，責任

者の配置に関する体制，従事者体制，緊急時体制等を具体的に記載すること。 

③ 安全管理計画 

事故，災害等を未然に防止し，安全に本業務を履行するための安全衛生管理に係る

作業基準，安全衛生に関する計画及び組織体制について，基準・要領・計画等を具体

的に記載すること。 

④ 運転監視計画 

施設等の特徴を踏まえ，下水汚泥固形燃料を製造するために必要な運転計画，監視

項目，管理指標，巡回内容，巡回頻度及び状況に応じた対応方法等を具体的に記載す

ること。 

⑤ 保守点検計画 

施設等の特徴を踏まえ，設備機器等が有している機能を適正に発揮させ，経済的か

つ効率的な保守点検を行うために必要な運転方法，管理指標，点検内容，点検周期及

び点検記録方法等を具体的に記載すること。 

⑥ 施設管理計画 

施設等が適正に機能しているかを判断するために必要な，水質及び下水汚泥固形燃

料等の試験等について，施設等の特徴を踏まえた試験項目，サンプリング方法，試験

頻度及び管理指標等を，具体的に記載すること。また，施設の適正な管理を行うため

に必要な実施内容・回数及び実施要領等を，具体的に記載すること。 

⑦ 電気設備保守点検計画 

施設等の特徴を踏まえ，設備機器等が有している機能を適正に発揮させ，経済的か

つ効率的な保守点検を行うために必要な運転方法，管理指標，点検内容，点検周期及

び点検記録方法等を，具体的に記載すること。 

⑧ エネルギー管理計画 

省エネルギー法に基づき，施設の特徴を踏まえた，省エネルギー運転方針等を具体
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的に記載すること。 

⑨ 修繕計画 

施設の特徴を踏まえ，突発的な故障の抑制，故障発生時の対応方法，修繕費用の低

減及び設備機器別の予防保全と事後保全の使い分け等を，具体的に記載すること。 

また，定期修繕の修繕時期・修繕内容・修繕回数を，具体的に記載すること。 

⑩ 物品調達管理計画 

物品の安定的な調達管理を行うために必要な調達方法・管理方法を，具体的に記載

すること。 

⑪ 関連法令等を踏まえた業務実施計画 

業務遂行するにあたり，法令等との関わりについて，どのような点に留意する必要

があるかを具体的に記載すること。 

⑫ 環境等への配慮に関する計画 

環境への負荷の低減，循環型社会への貢献，環境へのリスクの管理及び地球温暖化

の抑制等に関する方針等を，具体的に記載すること。 

⑬ 下水汚泥固形燃料利用計画 

下水汚泥固形燃料の利用先，及び利用先での受入能力を踏まえた下水汚泥固形燃料

利用計画を作成すること。 

⑭ 故障・事故発生時の対応に関する計画 

事故を未然に防ぐための日々の管理手法等の考え方及び事故発生時における，初期

対応方法，二次被害拡大防止対策，施設機能確保対策等を，設備機器のバルブ切替操

作， 低限の部品等の確保などに触れ，具体的に記載すること。 

また，人身事故・電気事故・火災事故・埋設物事故等の事故ごとの対応に関する計

画を，具体的に記載すること。 

さらに，本業務の対象外の施設等での故障・事故発生時における事業者の報告，協

力に関する考え方を記載すること。 

⑮ 建物，用地等の管理に関する計画 

日常の管理，監視及び報告等に関する計画を，具体的に記載すること。 

⑯ その他業務計画 

必要な事項について，具体的に実施要領等を記載すること。 

(4) 長期修繕計画書 

運営開始の６０日前までに，本施設の長期修繕計画書を市に提出し，市の確認を受ける

こと。ただし，必要に応じて変更できるものとし，その場合市の確認を受けること。 

(5) 日報 

以下の書類を毎日作成すること。 

① 運転監視に関する日報 

② 保守点検に関する日報 

③ その他必要なもの 

(6) 業務月間計画書 

当該月に係る業務月間計画書を提出すること。 
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① 運転監視月間計画 

② 保守点検月間計画 

③ 施設管理月間計画 

④ エネルギー管理業務月間計画 

⑤ 物品調達管理業務月間計画 

⑥ 下水汚泥固形燃料利用月間計画 

⑦ その他当該月において実施を予定する業務に関する月間計画 

(7) 業務月間報告書 

当該月に係る業務月間報告書を提出すること。 

① 運転監視業務月間計画の実績に関する報告 

② 保守点検業務月間計画の実績に関する報告 

③ 施設管理月間計画の実績に関する報告 

④ エネルギー管理業務月間計画の実績に関する報告 

⑤ 物品調達管理業務月間計画の実績に関する報告 

⑥ 下水汚泥固形燃料利用月間計画の実績に関する報告 

⑦ その他当該月において実施した月間計画の実績に関する報告 

⑧ 修繕業務の実績に関する報告 

⑨ その他必要なもの 

(8) 年度終了時に提出する書類 

事業者は，市の定める期日までに年間の業務報告書，年間の業務履行状況が確認できる

次の資料及び年間業務完了報告書を市へ提出すること。なお報告書は，電子データ及び印

刷物とする。 

① 市が作成する年報用のデータ 

② 施設管理状況報告書 

③ 所要経費調書 

④ その他必要なもの 

(9) 各会計年度終了後３ヶ月以内に提出する書類 

事業者は，特別目的会社（ＳＰＣ）経営の健全度を確認するため資料として，各会計年

度終了後３ヶ月以内に決算書類及びその付属書類を県に提出すること。なお，提出書類は，

電子データ及び印刷物とする。 

(10) 随時，提出する書類 

次の書類を随時，提出すること。 

① 故障事故報告書 

② 緊急対応報告書 

③ その他必要なもの 

(11) 運営開始から１５年後に提出する書類 

運営開始日から，１５年が経過した時点で本施設の劣化状況を把握し，調査書を市に提

出すること。 
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3-2-3 予定処理量及び汚泥性状 

予定処理量及び汚泥性状については，別紙３（脱水汚泥の設計条件）に基づいたものとする。 

 

3-2-4 脱水汚泥の受入れ 

(1) 事業者は，西部および中部水処理センターの脱水汚泥を受入れ，処理すること。 

なお，福岡市全体の汚泥の発生状況によっては，西部および中部水処理センター以外の脱

水汚泥を供給することがあるものとする。 

(2) 市が供給する脱水汚泥以外の汚泥・バイオマス等の原料を受入れてはならない。 

(3) 業務実施期間において，原則として，事業者は下記の条件で脱水汚泥を受入れること。 

 

表-3-1 脱水汚泥の受入条件 

区分 受入条件 本施設の定期修繕時等 

西部水処理センター 週７日（年末年始を含む） 

２４時間連続 

供給を行う 

（発生する脱水汚泥の全量※） 

中部水処理センター 月－土（年末年始を除く） 

９時～１８時 

搬入を行わない 

－ 

   ※脱水汚泥の発生量は平均で53t/日であるが，性状・量が変動することを十分考慮すること。 

 

(4) 本施設が突発的故障等により停止した場合も，市は表-3-1の受入条件どおりに汚泥の供給

を行う。ただし，中部水処理センターの汚泥については，協議により供給を停止する。 

(5) 市の責に帰すべき場合を除き，次に示す場合，事業者は汚泥の外部処理（搬出を含む）に

要した費用を負担しなければならない。ただし，搬出事業者は市とする。 

①本施設の計画汚泥供給量（33,000t/年）の受入れが達成できなかった場合。 

②西部水処理センター脱水汚泥受入量（約19,500t/年）に達しない場合。 

③本施設の定期修繕時等において，西部水処理センターで発生する脱水汚泥の全量を受入

れできず，場外搬出が発生した場合。 

(6) 事業者が計画汚泥供給量を超える汚泥を処理した場合には，処理に要した費用を市が支払

うものとする。 

 

3-2-5 計量 

事業者は，適切な維持管理・運営を行うため，以下の項目について計量を行い，日報及び業務

月間報告書により報告を行うこと。また，計量機器の精度を確保するため，定期的な確認を行い

報告書により報告を行うこと。 

(1) 二次処理水・電力・上水・消化ガス・その他燃料の使用量 

(2) 排出ガス濃度（硫黄酸化物，窒素酸化物） 

(3) 脱水汚泥の受入量※ 

(4) 脱水汚泥の処理量 

(5) 下水汚泥固形燃料の製造量・搬出量※ 

(6) 電力デマンドの 大量 
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(7) その他市が必要と認める事項 

※ 西部水処理センターの脱水汚泥の受入量は，搬送設備または貯留設備において適切な計

量装置を設け，計量すること。中部水処理センターの脱水汚泥の受入量，及び下水汚泥

固形燃料の搬出量は，既設のトラックスケールを使用し計量すること。 

 

3-2-6 下水汚泥固形燃料の買取 

市は，本施設において製造した下水汚泥固形燃料を有償にて供給する。事業者は，本施設内に

おいて下水汚泥固形燃料を１ｔ当たり１００円（税抜）で全量を買い取ること。 

下水汚泥固形燃料の引渡し場所は西部水処理センター場内とし，トラックへの積込みをもって

下水汚泥固形燃料の引渡しとする。 

なお，市がサンプルとして下水汚泥固形燃料を使用する場合は，無償にて提供すること。 

 

3-2-7 下水汚泥固形燃料の有効利用 

事業者は，買い取った下水汚泥固形燃料は，石炭の代替燃料等として適切な有効利用を図るこ

と。また，事業者は，下水汚泥固形燃料の利用先を確保し，利用先での受入能力を踏まえた下水

汚泥固形燃料利用計画を作成し，市へ提出すること。なお，不可抗力又はやむを得ない事情から

石炭の代替燃料等として利用が困難となった場合には，事業者は市へ速やかに報告し，協議の上

対応を決定するものとする。 

 

3-2-8 副製造物と廃棄物の処分 

下水汚泥固形燃料の製造過程において発生する副製造物の排出事業者は市とするが，処理に関

する手続及び費用は全て事業者の負担とする。 

修繕等において発生する廃棄物については，事業者が関係法令に基づき適切に処理すること。 

 

3-2-9 事業終了時の施設機能の確認 

(1) 事業期間終了時若しくは市又は事業者が解除により契約を終了するときは，原則として，

契約終了日の６か月前から契約終了日までの間に，市及び事業者は，双方立会いのもと，

以下の施設機能の確認を行う。 

① 本施設の維持管理・運営について，継続使用に支障のない状態であること。 

② 施設の主要な部分に大きな破損がなく，良好な状態であること。ただし，継続使用に

支障のない程度の軽度な汚損・劣化（通常の経年変化によるものを含む。）を除く。 

③ 主要な設備等が当初の実施設計図書に規定されている基本的な性能（処理能力等，計

測可能なもの）を満たしていること。ただし，継続使用に支障のない程度の軽度な性能

劣化（通常の経年変化によるものを含む。）を除く。 

(2) 事業者は前項の機能確認の完了後，その確認結果を記載した施設機能確認報告書を作成し，

確認完了の日から１０日以内に市に提出しなければならない。 

(3) 運営開始日から１５年が経過した時点で，事業者が提出する劣化状況調査書・各業務書

類・事業者へのヒアリング等より，事業期間終了後の本施設の取扱いを検討するため，事

業者はこれに協力すること。 
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(4) 本施設を市が継続して使用する場合，事業者は，契約終了日までに市が必要と認める期間，

次の維持管理事業者に必要な技術指導を行うこと。 

 

3-2-10 性能未達の場合の対応 

(1) 要監視基準と停止基準 

事業者による本施設の維持管理・運営が本要求水準書を満足しているか否かの判断基準と

して，要監視基準と停止基準を設定する。 

要監視基準とは，計測値がその基準を上回ると，計測の頻度を増加させる等の監視強化を

行うとする基準である。表 3-2-7 に示す要監視基準を上回る場合には監視強化状態とし，そ

の状況に陥った時点から，3-2-1 事業内容(8)分析業務に関して，別紙９（分析管理項目）

に示す稼働初期と同頻度で分析を行い，状態監視を行うこと。 

停止基準とは，計測値がその基準を上回ると，当該設備を停止しなければならない基準で

ある。 

(2) 対象項目 

要監視基準及び停止基準の設定の対象となる測定項目は，表 3-2-7 に示すとおりである。 

(3) 基準値及び判定方法 

要監視基準及び停止基準の基準値並びに基準値を上回っているか否かの判定は，表 3-2-7

に示すとおりである。 

 

表 3-2-7 要監視基準及び停止基準 

（排出ガス濃度（O212%換算値）） 

物  質 
要監視基準 停止基準 

基準値 判定方法 基準値 判定方法 

硫黄酸化物 

【ppm】 

停止基準値×

0.6 

１時間平均値が左

記の基準値を逸脱

した場合，本施設

の監視を強化し，

改善策の検討を開

始する。 

K 値＝8.76 

該当値 

１時間平均値が左記

の基準値を逸脱した

場合，速やかに本施設

の運転を停止する。 
窒素酸化物 

【ppm】 
150 250 

ばいじん 

【g/Nm3】 

－ 

4t/h 以上:0.04g/Nm3以下 

2～4t/h 以上:0.08g/Nm3以下 

2t/h 未満:0.15g/Nm3以下 

定期バッチ計測デー

タが左記の基準値を

逸脱した場合，直ちに

追加測定を実施する。 

この２回の測定結果

が基準値を逸脱した

場合，速やかに本施設

の運転を停止する。 

塩化水素 

【ppm】 
700 

ダイオキシン類 

【ng-TEQ/Nm3】 
0.1 

水銀 

【μg】 
30 

※停止基準は，法令に準拠する。法令に変更が生じ，本施設が該当する場合には，都度 新

の法令に従うこと。 

(4) その他の基準 

事業者は，技術提案書に示す基準未達となった場合，直ちに原因を解明し，改善計画を
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市に提示し承諾を得ること。事業者は，承諾を得た改善計画に従い，速やかに本施設の復

旧を図る。事業者は，本施設の改善が完了したと判断された時点で再度の計測を行い，市

に報告する。なおこの場合，計測に要する一切の費用は事業者が負担する。 

(5) 監視強化後の対応 

本施設が要監視基準を上回った場合，事業者は，以下の手順で復帰に努めること。 

① 要監視基準を上回った原因と責任の究明 

② 改善計画の提案（市による承諾） 

③ 改善作業への着手 

④ 改善作業の完了確認（市による確認） 

⑤ 再計測（市による確認） 

⑥ 監視強化状態からの復帰 

要監視基準を上回った理由が軽微で，その原因及び改善策が自明である場合には，上記の

手続きは次に示す簡略化した手続きにすることができる。 

① 要監視基準を上回った原因と責任の究明 

② 再計測（市による確認） 

③ 監視強化状態からの復帰 

(6) 施設停止後の対応 

本施設が停止基準を上回った場合，事業者は，以下の手順で復旧に努めること。 

① 停止基準を上回った原因と責任の究明 

② 改善計画の提案（市による承諾） 

③ 改善作業への着手 

④ 改善作業の完了確認（市による報告内容の確認） 

⑤ 試運転の開始 

⑥ 再計測（市による確認） 

⑦ 停止状態からの復帰 

停止基準を上回った理由が軽微で，その原因及び改善策が自明である場合には，上記の手

続きは次に示す簡略化した手続きにすることができる。 

① 停止基準を上回った原因と責任の究明 

② 試運転の開始 

③ 再計測（市による確認） 

④ 停止状態からの復帰 
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別紙１ 現地条件 

１．施工場所 

所在地   福岡市西区小戸二丁目５番１号 西部水処理センター 

名 称   福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化施設 

 

２．現地条件 

（1）敷地面積  204,102.93 m2 

（2）敷地の高低  0.4ｍ 

（3）現在平均地盤高  TP＋6.500ｍ 

（4）計画地盤高      TP＋6.500ｍ 

（5）仮設現場事務所用地 敷地内とする。（監督員と協議の上決定すること。） 

（6）搬出土等の処分  工事で発生した建設残土は，適切に処分すること。 

（7）気象条件 

ア 夏季，冬季の最多風向 

  夏季：北風，冬季：北西風 

イ 気象条件（観測場所：福岡県福岡観測所 2014） 

平均気温 平均最高気温 平均最低気温 年間降水量 

17.1 度/日 30.9 度（7月） 3.9 度（1月） 1,765mm/年 

  ウ 春先は，黄砂の影響あり。 

  エ 強風を考慮すること。 

（8）塩害地域      塩害対策の必要有り(海岸からの距離２００ｍ) 

（9）土質状況       添付【土質状況】のとおり。 

 

３．規制等 

（1）都市計画区域  都市計画区域内（市街化区域） 

（2）用途地域  準工業地域（容積率 200％，建ぺい率 60％） 

（3）防火地域  指定なし 

（4）その他の地区指定 福岡市都市景観条例で定める「海浜ゾーン」 

（5）高さ規制など日影規制 準工業地域 高さが１０ｍを超える建物 

平均地盤面からの測定高さ４ｍ 

   規制時間 ５時間，３時間  

道路斜線制限  傾斜 1/1.5，高さ 1.5×道路幅， 

道路からの距離 20ｍ  

隣地斜線制限 傾斜 1/2.5，高さ 31ｍ 
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４．敷地測量資料 

      事業用地の地形現況は図 1(1)のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1(1) 事業用地の地形現況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業用地 

約 110m×36m 
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５．土質状況 

土質調査位置及び土質調査柱状図は図 1(2)～図 1(7)のとおりである。なお，構造物施工に先

立ち，必要箇所の土質調査を実施すること。 

 

図 1(2) 土質調査位置図 

 

 

 

事業用地 

Bor№37 Bor№40 

Bor№38 

Bor№36 Bor№39 

●部は既設ボーリング位置 
出典：昭和 63 年度 西部水処理センター内 

汚泥焼却棟築造工事 地質調査資料 
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ボーリングデータ No36 

 

 

図 1(3) 周辺土質調査（参考資料） 
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ボーリングデータ No37 

 

図 1(4) 周辺土質調査（参考資料） 
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ボーリングデータ No38 

 

図 1(5) 周辺土質調査（参考資料） 
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ボーリングデータ No39 

 

図 1(6) 周辺土質調査（参考資料） 
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ボーリングデータ No40 

 

図 1(7) 周辺土質調査（参考資料） 
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別紙２ 設計・施工及び維持管理・運営範囲 

１．一般平面図 

（１）脱水汚泥 

責任分界は，図 2(1)，図 2(2)に示す範囲とする。 

 
図 2(1) 汚泥処理棟平面図 

 

 

図 2(2) 汚泥処理棟断面図 
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（２）二次処理水 

責任分界は，図 2(3)，図 2(4)に示す範囲とする。 

 
図 2(3) 二次処理水管一般平面図 

 

図 2(4) 砂ろ過棟下部平面図 
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（３）消化ガス配管 

責任分界は，図 2(5)に示す範囲とする。 

 

図 2(5) 消化ガス配管一般平面図 
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（４）温水配管 

責任分界は，図 2(6)に示す範囲とする。 

 

図 2(6) 温水配管一般平面図 
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（５）上水配管 

責任分界は，図 2(7)に示す範囲とする。 

 

図 2(7) 上水配管一般平面図 
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（６）電気配線 

責任分界は，図 2(8)に示す範囲とする。 

 

図 2(8) 電気配線一般平面図 

 

既設電気棟から 3.3kV 1 回線にて受電を行うものとする。配線ルートは電気棟から汚泥処理棟を経

由し，燃料化施設へ敷設する。 

 ケーブル敷設方法として，電気棟～汚泥処理棟間は既設ケーブルラックに敷設し，汚泥処理棟～燃

料化施設間は，新たにルートを確保し敷設すること。 

 なお，ケーブル接続対象である遮断器盤については，電気棟内にて更新予定であるため，契約後の

協議とする。 

 

遮断器盤二次側端子との接続箇所 

市事務所 1階 

（監視端末ＰＣ） 

汚泥処理棟操作室 2 階 

（監視端末ＰＣ） 
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（７）場内汚水 

 既設場内汚水管と干渉する箇所については，既設汚水管の切り回しを行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2(9) 場内汚水一般平面図 

建設予定地 
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（８）場内雨水 

既設場内雨水管と干渉する箇所については，既設雨水管の切り回しを行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2(10) 場内雨水一般平面図 

 

（９）その他場内配管 

  その他既設配管（散水管）と干渉する箇所については，既設管の切り回しを行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2(11) 場内配管一般平面図 

建設予定地 

建設予定地 
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２．設計施工範囲 

（１）機械設備（１／２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市が別途設計施工を行う，新設コンベアからの乗り継ぎが円滑に行えるように，市の設計に協力す

ること。また，汚泥の受け取り箇所となる    部分は，事業用地外の設置となるが，本事業にて

設置すること。 

  

・燃料化施設（全て本事業範囲，新設） 

燃料化施設 

脱水汚泥供給設備 

既設トラックスケール 

貯留設備 

新設コンベア 

（事業範囲外） 

汚泥搬送機 

： 計量装置 

： 工事範囲 

： 既設範囲 

場外 
受入設備 

本事業範囲外 本事業範囲 
（設計，施工，維持管理） 
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（２）機械設備（２／２） 

 

 

 

 

※流量計は、行き戻り流量が 

同じ場合は、１箇所で可。 

 

 

 

 

 

1 系 

熱交換器 

・消化槽加温設備 

燃料化施設 

本事業施工範囲外 

本事業施工範囲 
（設計，施工，維持管理） 

加温用温水（行き） 

3 系消化槽の熱交換器の設置は任

意とする。 

また，熱交換器を安定して運転す

るために，汚泥の破砕が必要と思

われる場合には，汚泥破砕機およ

び制御盤の設置を行うこと。 

加温用温水（戻り） 

3 系 

消化槽 

P 

P 

 

2 系 

熱交換器 

 

P 

本事業任意範囲 
（設計・施工） 

3 系 

熱交換器 

 

(設置任意) 

1 系 

消化槽 

2 系 

消化槽 

： 流量計・温度計 

： 工事範囲 

： 既設範囲 
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 ・3系消化設備フローシート（設置任意）  
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（３）電気設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・高圧１回線受電設備，変電設備（既設しゃ断器盤からの高圧ケーブル敷設含む。） 

・非常用発電設備 

・監視制御設備（動力制御，計装制御含む。） 

・燃料化施設（計装，制御，動力ケーブル敷設含む。） 

監視制御設備 

 ・動力制御 

 ・計装制御 

高圧１回線 

受電変電設備 

高圧ケーブル 

施設計装･制御･動力 

非常用 

発電設備 

水処理センター電気棟 
3.3ｋV1 回線 

事業者が必要な 
運転条件信号 
(ｶﾞｽﾀﾝｸﾚﾍﾞﾙ，原水槽水位等) 

遮断器盤 
二次側端子 

WH 
WH 

※監視端末ＰＣへの電源供給工事は市にて行う。 

※事業者が必要な運転条件信号については，中継端子盤までの配線も含めて本事業範囲とする。 

 但し中継端子盤の設置及び既設盤の改造については，別途市の工事とする。 

※汚泥搬送機の故障・汚泥貯留槽のレベル等，市が行う維持管理に必要な運転条件信号については，別途

市が設置する中継端子盤まで制御・信号ケーブルを敷設すること。 

電源ケーブル 

制御・信号ケーブル 

中継端子盤 

監視端末 PC 
   汚泥処理棟操作室＋市事務所に設置 

燃料化施設 

本事業範囲 
（設計，施工，維持管理） 

中央監視室／電気室 

本事業範囲外 

買電 

制御・信号ケーブル 

： 工事範囲 

： 既設範囲 

市が必要な 
運転条件信号 
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（４）土木建築工事 

 

 

 

 

 

 

  

・土木基礎・仮設（整地，床盤基礎，機械基礎，電気設備基礎等） 

・建屋（中央監視室，電気室，作業員控室，ファンブロワ室等） 

・事業用地内の場内整備（維持管理用道路，雨水汚水管，給水排水管等含む。） 

・土木，建築の区分については「国交省通達「下水道の終末処理場・ポンプ場工事の設計・積算におけ

る土木と建築の分類について（平成 13 年国都下事発第 119 号）」」による 

土木基礎 

燃料化施設 

雨水側溝 

排水管 

杭 

本事業施工範囲 
（設計，施工，維持管理） 

電気設備 

受変電設備 

非常用発電 

設備 

本事業施工範囲外 本事業施工範囲外 

： 工事範囲 

： 既設範囲 

場内整備 

（維持管理用道路含む） 

汚泥受入・ 

 貯留設備 

建 屋 
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（５）ユーティリティ取り合い（１／２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・上水 

・二次処理水 

燃料化施設 

本事業施工範囲外 本事業施工範囲 
（設計，施工，維持管理） 

 

砂ろ過棟 
地下ポンプ室 

（既設） 

P 

二次処理水 

： 計量装置 

： 工事範囲 

： 既設範囲 

配管・配線，機器の設置及び維持管理 

全て事業範囲内 

原水槽 

場内上水管（既設） 

上水 

管理本館へ 
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（６）ユーティリティ取り合い（２／２） 

 

 

 

 

 

 

 

  

・消化ガス 

・プラント排水処理施設 

・生活排水 

・雨水排水 

： 計量装置 

： 工事範囲 

： 既設範囲 

燃料化施設 

本事業施工範囲外 本事業施工範囲 
（設計，施工，維持管理） 

消化ガス 

消化ガス 

貯留設備 

（既設） 

既設桝 
プラント排水 

雨水排水 

既設桝 

生活排水 

※生活排水は汚水桝， 

雨水排水は雨水桝または 

近傍の雨水側溝に排水すること。 

排水槽・排水ポンプ 

P 
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３．各ユーティリティ接続条件 

 

表 2(1) 各ユーティリティ接続条件 

項 目 内 容 備 考 

二次処理水 取り合い 砂ろ過棟地下 位置は図 2(4),(5)による 

消化ガス 

圧力 1～3kPa 程度  

高位発熱量 約 23.435MJ/Nm3 39.720MJ/Nm3×0.59 

取り合い 汚泥処理棟と MAP 棟の間付近 位置は図 2(6)による 

成分 

メタン（％） 
58 

（57～59） 

平成 27 年度実績値 

( )は過去の測定値の 

変動幅を示す。 

二酸化炭素（％） 
42 

（41～43） 

酸素（％） <0.1 

窒素（％） 0.1 

硫化水素（ppm） <10 

温水 

消化槽 9槽 

加温熱量 

111,200MJ/日※1 計算値 

117,000MJ/日※2 平成 27 年 2 月の実績値より 

取り合い 汚泥処理棟とＭＡＰ棟の間付近 位置は図 2(7)による 

上水 

圧力 0.1MPa 程度 GL レベルにて 

口径 提案者にて任意に設定  

取り合い 既設上水管より分岐 位置は図 2(8)による 

汚水排水 取り合い 既設マンホールへ接続 位置は図 2(10)による 

雨水排水 取り合い 近傍の雨水側溝 位置は図 2(11)による 

※1 消化槽加温必要熱量の約 111,200MJ/日は，汚泥の加温熱量と消化槽の放散熱量のみの計算値。

供給温水温度，量から設定される熱交換器，配管の放散熱量等は別途見込むこと。 

※2 消化槽加温必要熱量の約 117,000MJ/日は，冬季最大の２月データから，既設蒸気ボイラのガス

使用量を用いて算定した。 
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４．各ユーティリティ単価 

運転・維持管理費の算定に用いる単価は下表による。 

 

表 2(2) 各ユーティリティ単価（税込） 

項 目 単 価 備 考 

電力 電気料金 
基本料金:1,883 円/kW･月 

電力量料金：10.71 円/kWh 
 

上水 上水使用料金 537 円／ｍ3 
 

 

補助燃料 その他燃料 提案者が任意に設定  

消化ガス 無償 別紙６の供給条件まで無償 

二次処理水 無償  

排水 無償 技術提案値まで無償 

上記以外の維持管理費単価 提案者が任意に設定  

 

※1 表中の電気料金単価については，平成２９年１月の金額で算定。 

※2 表中の上水使用料金については，平成２９年１月の金額で算定（福岡市水道料金従量料金）。 

※3 技術提案書の作成にあたっては，上記の平成２９年１月の電気料金単価および上水使用量金単

価を用いて算定する。 

※4 電気料金・上水使用料金は，西部水処理センター全体の各期のユーティリティ調達条件（電力

供給契約先，電力料金体系，電力使用量，水道料金体系および上水使用量）に応じて変動する。

維持管理・運営時は，本施設使用分に相当する費用を算出して，事業者の負担金額を定める。な

お約定電力は，本施設における１年間の最大負荷を基準として，市と事業者で協議を行い決定す

るものとする。 

  （参考：現在の西部水処理センター契約電力 3,230kW，年間予定使用電力量 20,877,780kWh） 

※5 施設の最大需要電力が約定電力を超過した場合，翌月からの約定電力は当該最大需要電力に変

更されるものとする。また全体電気従量料金には，燃料費調整額・再生可能エネルギー発電促進

賦課金その他基本料金に属しない一切の料金が含まれる。 

※6 消化ガスは，別紙６の供給条件かつ技術提案値内においては無償であるが，それを超えて使用

した場合は，超過利用分に相当する費用は事業者の負担とする。 
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別紙３ 脱水汚泥の設計条件 

１．脱水汚泥性状の予測 

西部水処理センターから発生する脱水汚泥の他，中部水処理センターから発生する脱水汚泥を

混合して処理する計画としている。また各水処理センターにおいて脱水機の改築を予定している

ため，改築後の脱水汚泥性状を予測値として示す。 

 

① 西部水処理センター脱水汚泥条件 

現在は，消化汚泥を脱水処理しており，将来に至ってもこれを継続することを予定している。

また，低含水率化（76％）にむけ，改築後の脱水機については，『機内二液調質型遠心脱水機』

を予定している。 

 

② 中部水処理センター脱水汚泥条件 

現在は，消化汚泥を脱水処理しており，将来に至ってもこれを継続することを予定している。

また，低含水率化（76％）にむけ，改築後の脱水機については，『機内二液調質型遠心脱水機』

を予定しているが，事業開始時は現状の脱水機での運転となるため，含水率は 78％程度とな

る。 

. 

２．脱水汚泥性状（予測値） 

1) 汚泥処理量 ：100t/日 

2) 処理対象汚泥 ：西部水処理センターと中部水処理センター脱水汚泥 

3) 汚泥受入割合 ：西部水処理センターで発生する脱水汚泥全量と併せて 100t/日程度と 

なるように中部の汚泥を搬入する。 

4) 汚泥性状 ：西部水処理センターの脱水汚泥性状を代表値とし， 

表 3(1)に示す。 

         ：中部水処理センターの脱水汚泥性状を代表値とし， 

表 3(2)に示す。 

：上記割合にて混合した後の汚泥性状（将来予測値）を代表値とし， 

表 3(3)に示す。 

：上記割合にて混合した後の汚泥性状（当初予測値）を代表値とし， 

表 3(4)に示す。 

            ※なお，脱水汚泥性状は測定値であり，表に記載の値を保証するものでは

ない。 

    

※中部の脱水機改築後を将来とし，脱水機改築前を当初と称する。 
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表 3(1) 西部水処理センターの脱水汚泥性状 

※（ ）内の値は，脱水機更新後の予測値である。 

※上記の予測値は，無機凝集剤 35％添加の脱水機を想定し汚泥量を試算したものである。また，

無機添加による汚泥量の増加は，（注入率）×（濃度）×Fe(OH)3／Fe（モル比）で求めたもの

である。分子量：Fe(OH)3=107，Fe=56 

※可燃分組成は１回の測定データであることから，強熱減量値と異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

項  目 内    容 備    考 

汚泥性状 脱水汚泥 分流式（一部合流） 

汚泥種類 消化汚泥  

脱水機 
ベルトプレス脱水機  

（機内二液調質型遠心脱水機）  

含水率 
代表値 82.1％ 変動幅 79.0％～84.0％ 

（代表値 76.0 %） （変動幅 74.0%～78.0%） 

強熱減量 
76.7 dry wt% 変動幅 71.7％～81.7％ 

（76.7 dry wt%） （変動幅 70.0%～82.0%） 

灰分 23.4 dry wt% 変動幅 20.6%～26.2% 

高位発熱量 約 17,900 kJ/kg 計算値 

可燃分組成 

（％-DS） 

炭素 40.0 平成 28 年 3 月 測定値 

水素 6.08 同上 

窒素 6.55 同上 

硫黄 1.30 同上 

酸素 25.4 同上 

塩素 0.20 同上 
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63 
 
 

表 3(2) 中部水処理センターの脱水汚泥性状 

※（ ）内の値は，脱水機更新後の予測値である。 

※上記の予測値は，脱水機の更新後を想定した値である。ただし，事業開始時は，脱水機の更新

が未実施であるため現状通りである。脱水機の更新は未定である。 

※可燃分組成は１回の測定データであることから，強熱減量値と異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

項  目 内    容 備    考 

汚泥性状 脱水汚泥 合流式（一部分流） 

汚泥種類 消化汚泥  

脱水機 
遠心脱水機  

（機内二液調質型遠心脱水機）  

含水率 
代表値 77.5 % 変動幅 75.2%～79.7% 

（代表値 76.0 %） （変動幅 74.0%～78.0%） 

強熱減量 
66.0 dry wt% 変動幅 55.0%～70.7% 

（66.0 dry wt%） （変動幅 61.0%～71.0%） 

灰分 29.8 dry wt% 変動幅 24.0%～36.8% 

高位発熱量 約 15,300 MJ/t 計算値 

可燃分組成 

（％-DS） 

炭素 35.64 平成 28 年 3 月 測定値 

水素 5.50 同上 

窒素 5.58 同上 

硫黄 1.60 同上 

酸素 21.7 同上 

塩素 0.22 同上 
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表 3(3) 西部＋中部脱水汚泥性状（将来） 

※代表予想値は，3)汚泥受入割合時の平均値 

※将来のライフサイクルコスト（事業費）の算出に際しては，上記による汚泥性状（代表予測値）

を用いること。また，熱収支計算及び容量計算による機器容量選定の際には，以降に示す西部

水処理センターと中部水処理センターの汚泥性状に対して代表値並びに変動幅を考慮し，汚泥

処理が十分可能であることを確認すること。 

 

 

 

 

項  目 内    容 備    考 

含水率 代表値 76.0 % 変動幅 74.0%～78.0% 

強熱減量 71.7 dry wt% 変動幅 66.7%～76.7% 

灰分 26.4 dry wt% 変動幅 22.2%～31.2% 

高位発熱量 約 16,700 kJ/kg 計算値 
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表 3(4) 西部＋中部脱水汚泥性状（当初） 

※代表予想値は，3)汚泥受入割合時の平均値 

※当初ライフサイクルコスト（事業費）の算出に際しては，上記による汚泥性状（代表予測値）

を用いること。また，熱収支計算及び容量計算による機器容量選定の際には，以降に示す西部

水処理センターと中部水処理センターの汚泥性状に対して代表値並びに変動幅を考慮し，汚泥

処理が十分可能であることを確認すること。 

 

 
 

 

  

項  目 内    容 備    考 

含水率 代表値 76.7 % 変動幅 74.7%～78.7% 

強熱減量 71.7 dry wt% 変動幅 66.7%～76.7% 

灰分 26.4 dry wt% 変動幅 22.2%～31.2% 

高位発熱量 約 16,700 kJ/kg 計算値 



67 
 
 

西部水処理センターにおける脱水ケーキ量の日変動の実績値 

 
 

  

Ｈ２７年度 脱水ｹｰｷ量の日変動 （消化槽浚渫に伴う消化汚泥引抜は除く。）       
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（２）脱水汚泥中灰分組成 

   脱水汚泥中灰分の性状は下表のとおりである。 

 

表 3(5) 脱水汚泥中灰分性状 

※分析データは平成 28 年度維 3月測定値より 

 

 

 

項  目 分析対象 西部 中部 計量の方法 

灰分 

化学組成 

（wt%-DS） 

SiO2 4.2 7.8 JISM8853 8 

Al2O3 1.8 3.6 アルカリ融解後，ICP 発光分光分析法 

Fe2O3 1.1 3.6 アルカリ融解後，ICP 発光分光分析法 

CaO 2.9 3.2 酸分解後，ICP 発光分光分析法 

MgO 2.1 1.3 酸分解後，ICP 発光分光分析法 

Na2O 0.2 0.3 酸分解後，ICP 発光分光分析法 

K2O 1.0 1.5 アルカリ融解後，ICP 発光分光分析法 

TiO2 0.2 0.2 アルカリ融解後，ICP 発光分光分析法 

SO3 0.2 0.2 JIS R 5202 に準拠 

P2O5 6.6 6.3 硝酸-硫酸分解，ﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ青吸光光度法 

V2O5 0.1 未満 0.1 未満 アルカリ融解後，ICP 発光分光分析法 

MnO2 0.1 未満 0.1 アルカリ融解後，ICP 発光分光分析法 

重金属 

含有量 

（mg/kg-DS） 

Cu 250 230 平成 24 年底質調査方法 Ⅱ.5.3.4 

Zn 650 1000 平成 24 年底質調査方法 Ⅱ.5.4.4 

Fe 7600 24000 平成 24 年底質調査方法 Ⅱ.5.5.4 

Mn 300 430 平成 24 年底質調査方法 Ⅱ.5.6.4 

Cd 1.1 2.8 平成 24 年底質調査方法 Ⅱ.5.1.4 

Pb 14 26 平成 24 年底質調査方法 Ⅱ.5.2.4 

Cr 20 30 平成 24 年底質調査方法 Ⅱ.5.12.1.3 

As 4.3 5.0 平成 24 年底質調査方法 Ⅱ.5.9.3 

Hg 3.3 0.15 平成 24 年底質調査方法 Ⅱ.5.14.1.1 

Se 0.6 2.0 平成 24 年底質調査方法 Ⅱ.5.10.2 
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別紙４ 用排水計画 

１．用水使用可能量並びに水質 

用水は二次処理水（塩素なし）とし，用水仕様は下表のとおりとする。 

 

表 4(1) 用水仕様 

項目 年平均値 備 考 

BOD 約 8.7mg/L  

COD 約 8.6mg/L  

SS 約 2mg/L 以下  

T-N 約 19.7mg/L  

T-P 約 0.46mg/L  

※平成２６年度維持管理年報「終沈流出水」平均値であり， 

数値は変動することを考慮すること。 

 

 

２．汚水排水 

排水排出基準については，福岡市下水道条例に従うこと。なお，排水温度は下記の通りとする。 

 

表 4(2) 排水排出基準 

項目 基準値 備 考 

ｐＨ 5 を超え 9未満  

BOD 600mg/L 以下  

SS 600mg/L 以下  

排水温度 60℃以下  
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別紙５ 各種規制値 

１．騒音規制基準（準工業地域 第３種区域） 

表 5(1) 騒音規制基準（第３種区域） 

騒
音 

時間区分 
規制値 

（単位：ｄB） 
備考 

朝 午前 6時から午前 8時まで 65 

敷地境界での規制基準 
昼間 午前 8時から午後 7時まで 65 

夕 午後 7時から午後 11 時まで 65 

夜間 午後 11 時から翌日の午前 6時まで 55 

 

２．振動規制基準（準工業地域 第２種区域） 

表 5(2) 振動規制基準（第２種区域） 

振
動 

時間区分 
規制値 

（単位：ｄB） 
備考 

昼間 午前 8時から午後 7時まで 65 
敷地境界での規制基準 

夜間 午後 7時から午前 8時まで 60 

 

３．排出ガス基準 

本施設からの排ガス基準は排出口において下表の規制値を満足するものとする。 

表 5(3) 排出ガス基準 

項 目 規 制 値 備 考 

硫黄酸化物 

K 値 = 8.76 

福岡市いおう酸化物対策 

指導要綱（H13.4.1） 

総量規制(1kL/h 以上) 

Q=8.76×10-3 

×(計算式により求めた煙突の有効高さ)2 

燃料規制(50L/h 以上 1kL/h 未満) 

硫黄含有率 0.5%以下 

窒素酸化物 廃棄物焼却炉：250 ppm 以下 
O212%換算 

大気汚染防止法 

ばいじん 

4t/h 以上  ：0.04 g/Nm3以下 

2～4t/h 未満：0.08 g/Nm3以下 

2t/h 未満：0.15g/Nm3以下 

O212%換算 

大気汚染防止法 

塩化水素 700 mg/Nm3以下 
O212%換算 

大気汚染防止法 

ダイオキシン類 0.1 ng-TEQ/Nm3 
O212%換算  

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類対策特別措置法 

水銀 30 μg/Nm3  

 



71 

４．悪臭規制基準 

本施設の事業用地境界および脱臭装置排出口ならびに煙突からの臭気に関する悪臭規制基準

は、福岡市悪臭対策指導要綱に基づき、指導基準値以下とする。ただし、同要綱の敷地境界は事

業用地境界とする。 

 

表 5(4) 悪臭規制基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 指導基準（臭気指数） 

事業用地境界 10 

排出口 

排出口の高さ 5m 以上～15m 未満 

かつ排出ガス量が 300Nm3/分以上 
25 

排出口の高さ 5m 以上～30m 未満 28 

排出口の高さ 30m 以上～50m 未満 30 

排出口の高さ 50m 以上 33 
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事業用地境界における現状の臭気測定結果（測定日 平成 28 年 3 月 30 日） 

１．測定結果                                      （単位：ppm） 

測定条件 測定箇所 測定日時 ｱﾝﾓﾆｱ ﾒﾁﾙﾒﾙｶﾌﾟﾀﾝ 硫化水素 硫化ﾒﾁﾙ 二硫化ﾒﾁﾙ 

事業用地 

境界（定点） 

通常運転時 

① 

3/30 
9:10～ 

9:25 

<0.5 <0.0002 <0.002 <0.001 <0.0009 

② <0.5 <0.0002 <0.002 <0.001 <0.0009 

③ <0.5 <0.0002 <0.002 <0.001 <0.0009 

④ <0.5 <0.0002 <0.002 <0.001 <0.0009 

⑤ <0.5 <0.0002 <0.002 <0.001 <0.0009 

事業用地 

境界（定点） 

中部汚泥 

切出中 

① 

3/30 
9:40～ 

9:50 

<0.5 <0.0002 <0.002 <0.001 <0.0009 

② <0.5 <0.0002 <0.002 <0.001 <0.0009 

③ <0.5 <0.0002 <0.002 <0.001 <0.0009 

④ <0.5 <0.0002 <0.002 <0.001 <0.0009 

⑤ <0.5 <0.0002 <0.002 <0.001 <0.0009 

⑥ <0.5 <0.0002 <0.002 <0.001 <0.0009 

報 告 下 限 【入口】 0.5 0.002 0.02 0.01 0.009 

報 告 下 限 【出口】 0.5 0.0002 0.002 0.001 0.0009 

【備考】 

 汚泥燃料化施設事業用地境界で臭気試験を実施したもの。 

 
２．風向，風速，気温 

測定日時 風向 風速（ｍ/ｓ） 気温（℃） 

3/30 10:00 南風 1.2 19.3 
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別紙６ 消化ガスの設計条件 

１．設計条件の整理 

(1) 現状の施設条件 

消化槽   ：2800m3（有効容積 2,778m3）×9槽 

消化槽加温用ボイラ ：炉筒煙管式蒸気ボイラ×2缶 

     伝熱面積 29.2m2，相当蒸発量 3,000kg/h 

ガスタンク  ：4,600m3×１基，5,250m3×１基 

 

(2) 消化槽加温状況 

事業開始後の消化槽加温温度は 36℃を予定しており，平成 26 年 8 月から平成 27 年 9 月まで

の消化槽加温状況と一致する。 

      

 

(3) 消化ガス成分 

平成 26 年度と平成 27 年度の消化ガス成分（実績値）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6(1) 消化槽加温状況 

表 6(2) 消化ガス試験結果 

年度 箇所 項目 単位 平均 最高 最低

メ タ ン （%） 59 61 58

二酸化炭素 （%） 41 42 39

酸 素 （%）  <0.1  <0.1  <0.1

窒 素 （%）  <0.1  <0.1  <0.1

硫化水素 （ppm） 1,300 1,500 1,000

メ タ ン （%） 59 61 58

二酸化炭素 （%） 41 42 39

酸 素 （%）  <0.1  <0.1  <0.1

窒 素 （%） <0.1  <0.1  <0.1

硫化水素 （ppm）  <10 70  <10

メ タ ン （%） 58 59 57

二酸化炭素 （%） 42 43 41

酸 素 （%）  <0.1  <0.1  <0.1

窒 素 （%） 0.1 0.2  <0.1

硫化水素 （ppm） 1,300 1,600 600

メ タ ン （%） 58 59 58

二酸化炭素 （%） 42 42 41

酸 素 （%）  <0.1  <0.1  <0.1

窒 素 （%） 0.2 0.4  <0.1

硫化水素 （ppm）  <10  <10  <10

27

脱硫塔

入口

脱硫塔

出口

26

脱硫塔

入口

脱硫塔

出口
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(4) 消化ガス発生量と利用状況（実績） 

消化ガス量について，月変動があることから以下に，各月の日平均消化ガス発生量と消化ガス

利用状況について平成 24 年度から平成 27 年度までの実績を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6(3) 消化ガス発生量と利用状況 

消化槽運転状況 

・3系 9槽運転 

・加温 36℃運転 

消化槽運転状況 

・2系 6槽運転 

・加温 42℃運転 



75 
 

(5) 消化槽加温熱量 

   消化槽の９槽あたりの加温熱量は下記に示す通りである。 

    ＜投入汚泥量と消化槽放熱量の計算から求めた加温熱量＞ 

①温度条件を冬期最大の 2月データを使用した場合  ：約 111,200MJ/日 

②温度条件を過去 4年の平均データを使用した場合  ：約  96,300MJ/日 

＜加温ボイラ運転実績から求めた加温熱量＞ 

    ③冬期最大の 2月データ     ：約 117,000MJ/日 

    ④H26年 8月～H27 年 9月の平均データ   ：約  81,200MJ/日 

 
(6) 消化槽更新工事予定 

市の消化槽改築更新計画は下記に示すとおりである。Ｈ３８年以降は同様とする。 

表 6(4) 消化槽改築更新スケジュール①

 

但し，３系熱交換器は，本事業において事業者が任意に設置を行うことが可能である。 
表 6(5) 消化槽改築更新スケジュール②

 

 

２．消化ガス供給条件 

消化ガスの供給について，技術提案書の作成にあたっては，表 6(3)より，下記の値を用いて計

画を行うこと。 

表 6(6) 消化ガス供給条件 

項 目 内 容 備 考 

日平均消化ガス発生量 約 13,870 Nm3/日 H27年 2月の値（平均） 

日平均加温ボイラ使用量 約 5,980 Nm3/日 H27年 2月の値（最大） 

消化ガス供給量（最小値） 7,890 Nm3/日 13,870 － 5,980 

 

下水汚泥固形燃料化施設への消化ガスの供給は，消化ガス発生量から加温ボイラ使用量を除い

た，消化ガス量 7,890Nm3/日（最小値）を供給する。※1 

下水汚泥固形燃料化施設において廃熱回収を行い，年間を通じて消化槽の加温が可能な量に応

じて，消化ガス量の供給を行うものとする。 

以降に，廃熱回収量に応じた消化ガス量の計算例を示す。 

  

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39
ガス撹拌 ガス撹拌 更新工事 更新工事 機械撹拌 機械撹拌 機械撹拌 機械撹拌 機械撹拌 機械撹拌 機械撹拌

直接加温 直接加温 （市） （市） 間接加温 間接加温 間接加温 間接加温 間接加温 間接加温 間接加温

ガス撹拌 ガス撹拌 ガス撹拌 ガス撹拌 更新工事 更新工事 機械撹拌 機械撹拌 機械撹拌 機械撹拌 機械撹拌

直接加温 直接加温 直接加温 直接加温 （市） （市） 間接加温 間接加温 間接加温 間接加温 間接加温

ガス撹拌 ガス撹拌 ガス撹拌 ガス撹拌 ガス撹拌 ガス撹拌 ガス撹拌 更新工事 更新工事 機械撹拌 機械撹拌

直接加温 直接加温 直接加温 直接加温 直接加温 直接加温 直接加温 （市） （市） 間接加温 間接加温
３系消化槽改築更新

２系消化槽改築更新

１系消化槽改築更新

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39
ガス撹拌 ガス撹拌 更新工事 更新工事 機械撹拌 機械撹拌 機械撹拌 機械撹拌 機械撹拌 機械撹拌 機械撹拌

直接加温 直接加温 （市） （市） 間接加温 間接加温 間接加温 間接加温 間接加温 間接加温 間接加温

ガス撹拌 ガス撹拌 ガス撹拌 ガス撹拌 更新工事 更新工事 機械撹拌 機械撹拌 機械撹拌 機械撹拌 機械撹拌

直接加温 直接加温 直接加温 直接加温 （市） （市） 間接加温 間接加温 間接加温 間接加温 間接加温

ガス撹拌 ガス撹拌 熱交設置 熱交設置 機械撹拌 機械撹拌 機械撹拌 更新工事 更新工事 機械撹拌 機械撹拌

直接加温 直接加温 （事業者） （事業者） 間接加温 間接加温 間接加温 （市） （市） 間接加温 間接加温
３系消化槽改築更新

１系消化槽改築更新

２系消化槽改築更新
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 ①廃熱回収によって１系消化槽の加温を満足する場合 

  消化ガス供給量＝（総消化ガス発生量）－（２，３系の加温に必要な消化ガス量） 

（例）平成 27 年 2 月における値 

9,884 Nm3/日 ＝（13,870 Nm3/日）－（5,980 Nm3/日×2/3） 

 

②廃熱回収によって１，２系消化槽の加温を満足する場合 

  消化ガス供給量＝（総消化ガス発生量）－（３系の加温に必要な消化ガス量） 

（例）平成 27 年 2 月における値 

11,877 Nm3/日 ＝（13,870 Nm3/日）－（5,980 Nm3/日×1/3） 

 

③３系熱交換器を設置し，かつ廃熱回収によって１，２，３系消化槽の加温を満足する場合 

 消化ガス供給量＝（総消化ガス発生量） 

（例）平成 27 年 2 月における値 

13,870 Nm3/日 ＝（13,870 Nm3/日） 

 

④廃熱回収を行っても消化槽の加温ができない場合 

 消化ガス供給量＝（総消化ガス発生量）－（１，２，３系の加温に必要な消化ガス量） 

（例）平成 27 年 2 月における値 

7,890 Nm3/日 ＝（13,870 Nm3/日）－（5,980 Nm3/日） 

 

 

無償で利用できる消化ガス利用可能量は，条件に応じて 7,890 Nm3/日～13,870 Nm3/日となる。 

 

※1「7,890Nm3/日」は，維持管理・運営時における消化ガスの最低供給量を保証するものではない。

２系６槽運転時（表 6(4)参照）には，表 6(6-2)のように消化ガスの供給量は 7,120Nm3/日となる。

また，これらの数値は月平均値であって，日々変動しうるものである。 

表 6(6-2) ２系６槽運転時の消化ガス供給条件 

項 目 内 容 備 考 

【参考・２系６槽運転時】 

消化ガス供給量（最低） 
7,120 Nm3/日 13,740 － 6,620 

 

３．その他条件 

(1) 消化ガス供給量が不足する場合は，補助燃料設備を設置し使用すること。 

(2) 消化槽の改築更新や修繕，浚渫など排熱利用ができない場合が想定されるので，放熱設備を設

置すること。 

(3) 消化槽の加温が不足する場合は，原則，市が所有する加温ボイラにて加温を行う。 

(4) 消化ガスの発生量や発熱量が変動すること，腐食性のあるガスを取り扱うこと及びシロキサン

といった副産物が発生することなど，消化ガスの特性について十分考慮すること。 

（消化ガス供給量） （総消化ガス発生量） （1,2,3 系加温用消化ガス量） 

（消化ガス供給量） （総消化ガス発生量） （2,3 系加温用消化ガス量） 

（消化ガス供給量） （総消化ガス発生量） （3 系加温用消化ガス量） 

（消化ガス供給量） （総消化ガス発生量） 
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別紙７ 温室効果ガス 

１．温室効果ガスの排出量 

本施設の運転において発生する温室効果ガスの排出を極力抑え，地球温暖化防止に貢献するこ

と。 

 

２．温室効果ガス排出量の算出 

温室効果ガス排出量の算出は，「下水道における地球温暖化対策マニュアル Ｈ２８年３月 環

境省／国土交通省）」によるものとする。ただし，記載のないものについては実測値等を使用す

ることが出来るが，その場合は数値の根拠を示すこと。 

 

３．燃料化物製造に伴う排出量の算出 

温室効果ガス排出量は，燃料化物の製造（化石燃料，電力由来，システムから排出される一酸

化二窒素（N2O）を含む）に伴うものとし，以下の条件により算出する。 

①温室効果ガス排出源は，燃料化物の製造に伴う燃料等のエネルギー消費量とする。 

②燃料化物を製造する際に発生する一酸化二窒素（N2O）の排出係数（kg-CO2/t-脱水ケーキ）

は実績に基づいた数値を使用し，算出は下記のとおりとする。 

一酸化二窒素（N2O）の排出係数（kg-CO2/t-脱水ケーキ） 

＝一酸化二窒素（N2O）排出量(kg-N2O/t-脱水ケーキ)*1×298（kg-CO2/kg-N2O） 

*1 一酸化二窒素（N2O）排出量(kg-N2O/t-脱水ケーキ)は実績値を使用し，その根拠データも示すこと。 

③燃料等の使用量は，代表値汚泥性状における年間供給量 33,000t/年とし，算出すること。 

④補助燃料に由来する温室効果ガスについては，使用する化石燃料を算出対象とすること。 

 

表 7(1) 主な排出起源別の二酸化炭素排出係数（エネルギー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

排出源名 単位 CO2排出係数 

灯油 

軽油 

Ａ重油 

kg-CO2/l 

kg-CO2/l 

kg-CO2/l 

2.49 

2.58 

2.71 

液化石油ガス（ＬＰＧ） 

液化天然ガス（ＬＮＧ） 

kg-CO2/kg 

kg-CO2/kg 

3.00 

2.70 

都市ガス kg-CO2/m
3 2.23 

電力 kg-CO2/kWh 0.528 

汚水排水 kg-CO2/m
3 0.068 
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別紙８ 構成設備概要 

 本事業に関わる設備の範囲は以下のとおりとする。ただし，以下の設備のうち，処理方式の特性に

より必要又は不要と考えられるものを追加又は省略することは可能である。 

 

１．機械設備 

本事業範囲の機械設備の概要は，以下のとおりとする。 

（共通条件） 

・汚泥性状変動，負荷変動に対して，安定的に対応できる設備とすること。 

・定常及び非定常時の安全性（フェールセーフ機能）を十分考慮した設備とすること。 

・地震時，停電時等の非常時における安全対策を十分考慮した設備とすること。 

・騒音，振動に十分配慮された設備とすること。 

 

 場外脱水汚泥受入設備 (1)

本設備は，中部水処理センターから車両輸送される脱水汚泥を受け入れるものである。 

ｱ 型    式 ： 任意 

ｲ 系    列 ： 複数系列 

ｳ 容    量 ： 任意 

ｴ 材    質 ： 腐食及び摩耗に十分耐え，堅牢なものとすること。 

ｵ 脱水汚泥の飛散，臭気拡散対策のため，搬出車両全体を囲う建屋を設け，建屋内を脱臭

し，車両搬入時において建屋から臭気が外に漏れないようにすること。 

 

 脱水汚泥貯留設備 (2)

本設備は，西部水処理センターから搬送される脱水汚泥，中部水処理センターから受け入

れた脱水汚泥を貯留するものである。 

ｱ 型    式 ： 任意（密閉式） 

ｲ 系    列 ： 複数系列 

ｳ 容    量 ： 保守点検を前提とした年間施設稼働率等を考慮して事業者の責任で，

能力を決定するものとする。ただし，貯留量は 400m3（西部水処理センターから発生す

る脱水汚泥の７日分相当）を確保すること。 

ｴ 材    質 ： 腐食及び摩耗に十分耐え，堅牢なものとすること。 

ｵ 脱水汚泥の飛散，臭気拡散の対策を行うこと。  

ｶ 緊急時の外部搬出ルートを確保すること。 

 

 脱水汚泥供給設備 (3)

本設備は脱水汚泥貯留設備で一時貯留した後に，汚泥燃料化設備へ供給するためのもので

ある。 

ｱ 型    式 ： 任意 

ｲ 系    列 ： 任意 

ｳ 容    量 ： 設計条件である発生汚泥量を処理できる容量とすること。 
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ｴ 材    質 ： 腐食及び摩耗に十分耐え，堅牢なものとすること。 

ｵ 脱水汚泥の飛散，臭気拡散の対策を行うこと。  

 

 汚泥燃料化設備 (4)

本設備は脱水汚泥を燃料化するものである。 

ｱ 型    式 ： 任意 

ｲ 系    列 ： 複数系列 

ｳ 容    量 ： 設計条件である発生汚泥量を処理できる容量とすること。 

ｴ 材    質 ： 腐食，磨耗及び高温に十分耐え，堅牢なものとすること。 

ｵ 補 助 燃 料 ： 任意 

ｶ 粉塵，タールの付着等による閉塞への対策が十分考慮された設備とすること。 

ｷ 脱水汚泥等の飛散，臭気拡散の対策が十分考慮された設備とすること。 

 

 下水汚泥固形燃料貯留設備 (5)

本設備は，汚泥燃料化設備で製造した，下水汚泥固形燃料を一時貯留し，搬出車両へ排出

するためのものである。 

ｱ 型    式 ： 任意 

ｲ 容    量 ： 任意 

ｳ 材    質 ： 腐食及び摩耗に十分耐え，堅牢なものとすること。 

ｴ 下水汚泥固形燃料の飛散，臭気拡散対策のため，搬出車両全体を囲う建屋を設け，建屋

内を脱臭し，車両搬出時において建屋から臭気が外に漏れないようにすること。 

 

 廃熱回収設備 (6)

本設備は，燃料化施設の廃熱から熱回収を行い，消化槽を加温するためのものである。 

ｱ 型    式 ： 任意 

ｲ 系    列 ： 複数系列 

ｳ 容    量 ： 任意 

ｴ 材    質 ： 腐食，磨耗及び高温に十分耐え，堅牢なものとすること。 

ｵ 消化槽加温用の設備の更新及び修繕等により廃熱利用を行えない場合を想定し，放熱設

備を設けること。 

 

 排ガス処理設備 (7)

本設備は，別紙５（各種規制値）の排ガス基準を順守するように処理し，排ガスを円滑に

大気へ放出・拡散を行うためのものである。 

ｱ 型    式 ： 任意 

ｲ 系    列 ： 任意 

ｳ 容    量 ： 排ガスを十分に冷却・脱硫が可能な容量とする。 

ｴ 材    質 ： 腐食に十分耐え，堅牢なものとすること。 

ｵ 煙突高さは別紙５に示すＫ値により決定すること。 
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ｶ 煙突から排出されるガスは，悪臭防止法に基づく２号規制を遵守すること。  

ｷ 白煙の防止が可能であること。（白煙防止条件：０℃，相対湿度７０％） 

 

 排水処理設備 (8)

本設備は，本施設のプラント排水を回収し，別紙４（用排水計画）の水質基準を満足する

ように処理し，場内既設桝に排水するためのものである。 

ｱ 型    式 ： 任意 

ｲ 容    量 ： 任意 

ｳ 材    質 ： 任意 

 

 脱臭設備 (9)

本設備は，本施設の停止期間，起動時，停止時及び停電時，修繕・トラブル時に，施設内

発生臭気を脱臭処理するためのものである。 

ｱ 型    式 ： 任意 

ｲ 系    列 ： 任意 

ｳ 容    量 ： 施設内発生臭気を処理可能な容量とする。 

ｴ 材    質 ： 任意 

ｵ 脱臭設備出口において臭気強度 2.5 を満足すること。 

ｶ 台風，震災等の非常停止時においても安全な設備であること。 

ｷ 本施設の緊急停止時も稼働できるように，非常用発電機の対象設備とすること。 

 

 ユーティリティ設備 (10)

本設備は，施設に必要な各ユーティリティを供給するためのものである。 

ｱ 型    式 ： 任意 

ｲ 系    列 ： 任意 

ｳ 容    量 ： 施設に必要なユーティリティをまかなえるものとする。 

ｴ 材    質 ： 任意 

 

 ３系消化槽熱交換器設備（任意） (11)

本設備は，３系消化槽設備の加温に必要となる，熱交換器設備を設置し，廃熱回収設備か

ら得られた温水によって消化槽を加温するためのものである。 

ｱ 型    式 ： 任意 

ｲ 系    列 ： １系列（３系のみ） 

ｳ 容    量 ： 任意 

ｴ 本設備は，設置後市へ引き渡しをおこなうものとする。 

ｵ 安定した運転および管理が容易となるように，市が設置を行う１系および２系の熱交換

器（２台）と型式や温度条件を併せる等，市と十分な協議を行い，市の承諾を得たもの

とすること。 

ｶ 熱交換器の保護，安定した運転を行うために，汚泥循環ラインに破砕機等の設置が必要
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な場合は，設置すること。 

ｷ 責任分界点までの温水配管は，本事業で設置すること（必須）。配管の材質・径等につい

ては，市と十分な協議を行い，市の承諾を得たものとすること。 

ｸ 熱交換器の設置場所については，市と協議のうえ決定するが，屋内・屋外を問わない。 
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２．電気設備 

本事業範囲の電気設備の概要は，以下のとおりとする。 

 高圧受変電設備 (1)

本設備は本施設の動力源として必要な電力を受電変圧し，運転操作設備へ配電を行うもの

である。 

ｱ 受電形態 

電気棟より 3.3kV，1 回線受電とする。 

ｲ 形式 

屋内形とする。 

ｳ 取引用計測器 

使用電力について計量取引に用いるため，取引用計測器（最大需要電力計測，力率，電力

量）の設置を行うこと。（計測器仕様は，電力事業者の取引用計測器と同等とする）。 

ｴ 力率 

98％運転が可能な装置とすること。（電気棟遮断器 2 次側） 

ｵ 約定電力 

あらかじめ定めた約定電力未満となるようデマンド管理を行うこと。 

ｶ 機器構成 

機器構成の検討に当たっては機能性，安全性，耐久性，保全性及び維持管理性等を考慮し

た機器設計を行うこと。 

ｷ 施工範囲 

市が別途施工する電気棟内の遮断器盤から本施設高圧受変電設備までの配線工事（配管工

事含む）は事業者にて行うこと。 

 

 特殊電源設備 (2)

本設備は，本施設の運転に必要な制御電源，計装電源及び監視制御装置電源として直流電

源または交流無停電電源を供給するものである。 

特殊電源の蓄電池形式，容量及び停電保証時間は 10 分以上を原則とし，機能性，安全性，

耐久性・保全性及び維持管理性等を考慮した機器設計を行うこと。 

 

 非常用発電機設備 (3)

本設備は，停電等において，本施設を安全に停止するために必要となる機器への電力供給

及び運転操作を行うためのものである。 

本施設を安全に停止するために必要な負荷および脱臭設備負荷が十分にまかなえる容量

とし，機能性，安全性，耐久性，保全性及び維持管理性等を考慮した機器設計を行うこと。 

設置場所は屋外設置形式も可とし，使用燃料及び連続運転時間は任意とする。 

 

 配電設備及び運転操作設備 (4)

本設備は，燃料化施設の各負荷への電源供給及び運転制御等を行うものである。 

ｱ 電路 
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電路設計にあたっては，ケーブル種別，電圧降下率等を検討し適切に選定すること。 

ｲ 機器構成 

電源供給及び運転制御の機器設計にあたっては，機能性，安全性，耐久性・保全性及び維

持管理性等を考慮し，機器構成を決定すること。なお，制御盤方式は，コントロールセンタ

方式又は動力制御盤方式とし，VVVF 装置の使用にあたっては，「高調波抑制対策ガイドラ

イン」に沿った対策を行うこと。また，PWM コンバータ等を利用して燃料化施設から発生

する高調波は，基本的には全て高調波対策とする。 

ｳ 接地 

各種必要な接地極を設けるとともに，インバータ機器については専用接地とすること。 

 

 計装設備 (5)

本設備は汚泥燃料化施設の運転のために必要な流量，濃度，圧力，重量等の計測を行うも

のである。 

ｱ 計装機器の選定 

計装機器は，同一又は同種の目的に対し多くの種類，形式があるので施設の各工程の計測

目的に合ったものを選定すること。 

ｲ 環境条件 

本施設は建築基準法，消防法に定められる避雷対策，環境対策を十分に行い，信頼性，耐

久性の高い機器を選定すること。 

ｳ 維持管理 

維持管理においては，統一可能なものは機種等を統一し，互換性や保守性の向上を図るこ

と。併せて，維持管理の軽減を考慮すること。 

ｴ 信号 

統一信号 DC4～20mA を原則とする。ただし，同一盤内等，ノイズの影響が受けにくい

場合には，DC1～5V を使用しても良い。 

ｵ 機器構成 

機器構成の検討に当たっては機能性，安全性，耐久性，保全性及び維持管理性等を考慮し

た機器設計を行うこと。 

 

 監視制御設備 (6)

本設備は本施設の集中監視制御の為に必要なデータを集約処理し，監視及び操作を行うも

のである。 

ｱ 監視制御方式 

本施設単独の監視制御設備を設置し，本施設内監視室にて施設の集中監視操作を行う。監

視制御システムは既存監視システムとのデータリンクは行わないものとし，各施設が必要と

する十分な容量，仕様を確保したシステムとすること。また，施設の維持管理に必要な計測

量，電力量，機器の運転及び故障，日報，月報，年報データを記録できるシステムとするこ

と。 

また，西部水処理センター汚泥処理棟操作室及び市事務所に全体の運転状況が把握出来る
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監視端末を設置すること。監視端末は全体フロー画面での施設運転状況程度を表示する。な

お，監視端末の電源については，市より供給する。 

ｲ 機器構成 

機器構成の検討に当たっては機能性，安全性，耐久性・保全性及び維持管理性等を考慮し

た機器設計を行うこと。 

ｳ その他 

管理棟中央監視室及び汚泥処理棟操作室での監視制御に必要な項目及び本施設内の受入

供給設備，消化ガス供給設備，用水設備等の状態や故障により西部水処理センター側設備を

停止する必要がある場合のインターロック信号，並びに本施設内の設備を運転する上で，水

処理センターの信号が必要なものは事業者が提案すること。 

 

  



85 
 

３．土木・建築 

本事業範囲の土木建築の設計，施工にあたって特に留意すべき事項は下記のとおりとし，下

水道施設において要求されるものと同程度の性能を確保するものとする。 

 構造計画 (1)

ｱ 構造物の安全性，建築の使用性を確保する為，運転時の機器荷重，機器振動を考慮し，「下

水道施設の耐震対策指針と解説」（公益社団法人 日本下水道協会）および「下水道施設

耐震計算例」（公益社団法人 日本下水道協会）に準じた構造計画を行うこと。なお土木

構造物及び複合構造物の土木構造部については，想定地震動レベルとして「常時」，「レ

ベル 1」及び「レベル 2」とすること。 

ｲ 構造分類は「国交省通達「下水道の終末処理場・ポンプ場工事の設計・積算における土

木と建築の分類について（平成 13 年国都下事発第 119 号）」」によるものとし，構造計画，

構造計算を実施する。ただし，分類上は土木の区分となる構造物であっても，事前の建

築指導課への確認により建築基準法の適用を受けることになった場合については，建築

基準法による構造計算も併せて実施し，両方の基準を満足する構造とする。 

 

表 8-1 構造物の分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：下水道施設の耐震対策指針と解説-2014 年版-公益社団法人 日本下水道協会 P239 

 

ｳ 構造物の基礎については，敷地や地盤の状況を十分に把握した上で，安全かつ経済性に

配慮した計画を行い，建築構造物については建築基準法に準拠した設計を行うこと。 

ｴ 建築建物の耐震安全性の目標については「下水道施設の耐震対策指針と解説」に準拠し，

耐震安全性の目標についてはⅡ類を適用し，重要度係数 1.25 を考慮すること。 

ｵ 建築建物の耐震設計に当たっては，建築基準法と別添基準を遵守すること。 
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ｶ 建築構造物に使用するコンクリートは，ＪＩＳ規格に適合するものを使用すること。 

ｷ 建築構造物は建屋とすること。建屋は，騒音・振動他，環境条件を満足する性能である

こと。また，施設の一部のみを建屋とする場合，施設周辺に景観壁を設置すること。 

ｸ 建屋の外観は，意匠や色彩等，環境調和上の配慮を行うこと。また，景観壁を設置する

場合，建屋と一体的な外観とすること。 

 

 設計計画 (2)

ｱ 臭気の発生する可能性のある主要な設備類は，屋内に設置すること。なお，主要設備の

見学用として，通路や外部に見学者用の窓等を設置すること。 

ｲ 執務・事務スペース等については空調設備を設ける等，建物利用者が不快感を感じない

よう考慮するものとすること。 

ｳ 物品の購入は「福岡市グリーン購入基本方針」によるものとし，照明・エアコンは省エ

ネタイプを使用すること。 

ｴ 災害時の安全な避難経路に配慮する。また，施設計画上，燃料化プラントからの出火時

における延焼拡大の防止に配慮する。なお，電気室は防火区画とし，延焼の拡大を防止

すること。 

ｵ 場内整備は，施設の維持運営に必要なスペースを含む。また，駐車スペースは，既存駐

車場を利用できるものとし，使用に際しては市の指示に従うこと。 

ｶ 自動火災報知器を設置し中央監視室にある既設の受信盤に通報すること。 

ｷ 防食塗装が必要な場合は，「下水道コンクリート構造物の腐食抑制技術及び防食技術マニ

ュアル 日本下水道事業団」に準じること。 

 

 許認可など (3)

ｱ 建築申請業務 

建築申請は事業者の責任と負担において行う。また，建築基準法上の設計者，工事監理者

は請負者とする。 

ｲ 建築申請に関する留意事項 

燃料化施設と建築建屋の構造を一体とした場合，又は両施設の接続方法によっては，建築

基準法の適用範囲が燃料化施設にまで及ぶ可能性がある。この場合，構造計画及び施工工期

にも影響する恐れがあるため，計画に際しては十分留意すること。 
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別紙９ 分析管理項目 

 

区分 項目 計測地点 
頻度 

稼動初期1年 安定運転期 

プラント排

水 

ｐＨ 

排水地点 

4 回/年 2 回/年 

ＳＳ 4 回/年 2 回/年 

温度 4 回/年 2 回/年 

各物質※2 4 回/年 2 回/年 

ＢＯＤ 4 回/年 2 回/年 

騒音 （夜間） 処理場敷地境界※6 2 回/年 1 回/年 

振動 （夜間） 処理場敷地境界※6 2 回/年 1 回/年 

排出ガス 

※1 

硫黄酸化物 

排出口 

1 回/2 月 ※5 

窒素酸化物 1 回/2 月 ※5 

ばいじん 1 回/2 月 ※5 

塩化水素 1 回/2 月 ※5 

ダイオキシン類 4 回/年 1 回/年 

一酸化二窒素 4 回/年 1 回/年 

その他※3 ※3 ※3 

臭気※1 

臭気濃度 事業用地境界 4 回/年 2 回/年 

臭気排出強度 

（排出量，排出濃度） 

排出口 

（煙突・脱臭塔等） 
4 回/年 2 回/年 

下水汚泥 

固形燃料 

発熱量 下水汚泥固形燃料貯

留設備※4 

2 回/月 1 回/月 

臭気 4 回/年 2 回/年 

消化ガス 発熱量 受給箇所 1 回/月 1 回/月 

※1 第三者機関による測定によるものとする。 

※2 下水道法施行令第９条の４第１項各号に定める各物質濃度。 

※3 「排出ガス」の「その他」については事業者の提案において分析管理が必要とされた項目を想

定しており，頻度も提案によるものとする。 

※4 下水汚泥固形燃料の発熱量は，水分を加える前の固形燃料をサンプリングし分析すること。 

※5 大気汚染防止法に準ずる。 

※6 計測地点は市との協議による。 
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